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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 90,889 99,764 104,069 103,232 107,031

経常利益 (百万円) 9,208 14,234 17,110 15,275 18,676

当期純利益 (百万円) 2,037 8,848 10,927 9,231 12,422

包括利益 (百万円) － － 10,554 9,871 14,265

純資産額 (百万円) 96,501 104,911 111,706 118,201 129,099

総資産額 (百万円) 124,552 137,190 147,234 145,673 154,968

１株当たり純資産額 （円） 1,290.671,403.601,494.831,581.941,727.86

１株当たり当期純利益金額 （円） 27.24 118.37 146.21 123.54 166.25

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 77.5 76.5 75.9 81.1 83.3

自己資本利益率 （％） 2.1 8.8 10.1 8.0 10.0

株価収益率 （倍） 44.86 11.42 9.68 12.68 13.82

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 4,575 12,027 6,805 8,913 11,544

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △4,229 412 △1,806 △4,926 △7,187

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 1,184 △3,297 201 △7,412 △5,132

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 12,363 21,556 26,665 23,210 22,543

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

2,247

(－)

2,246

(－)

2,294

(－)

2,297

(－)

2,444

(－)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等
回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 3,857 6,082 12,819 6,139 15,654

経常利益 (百万円) 424 3,577 10,401 3,523 13,216

当期純利益 (百万円) 150 2,743 10,385 3,414 12,973

資本金 (百万円) 700 700 700 700 700

発行済株式総数 （株） 74,947,62874,947,62874,947,62874,947,62874,947,628

純資産額 (百万円) 81,549 82,838 89,465 89,504 99,112

総資産額 (百万円) 82,017 83,333 90,084 90,099 99,587

１株当たり純資産額 （円） 1,090.631,108.221,197.131,197.781,326.40

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）
（円）

13

(4)

50

(10)

45

(10)

45

(10)

50

(10)

１株当たり当期純利益金額 （円） 2.01 36.69 138.95 45.69 173.63

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 99.4 99.4 99.3 99.3 99.5

自己資本利益率 （％） 0.2 3.3 12.1 3.8 13.8

株価収益率 （倍） 607.96 36.85 10.19 34.30 13.24

配当性向 （％） 646.8 136.3 32.4 98.5 28.8

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

103

(－)

102

(－)

67

(－)

80

(－)

76

(－)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２【沿革】
年月 事項

昭和33年10月山川商事株式会社を東京都中央区に設立

昭和33年11月東京都千代田区に本店移転

昭和35年９月 保険代理業務を追加

平成６年８月 株式会社アプリコット並びに株式会社杏栄と合併

平成７年１月 山川商事株式会社から、株式会社アプリコットに改称

平成７年１月 出版業務を開始

平成11年４月 東京都新宿区に本店移転

平成11年４月 不動産賃貸業務を開始

平成16年12月株式会社ＡＰＲＩに改称し、出版・不動産賃貸事業等を新設分割会社である株式会社アプリコッ

トに承継

平成17年９月 東京都中野区に本店移転

平成17年11月東京都千代田区に本店移転

平成17年11月株式交換により杏林製薬株式会社を当社の子会社とする株式交換契約を締結

平成18年１月 株式会社キョーリンに改称

平成18年３月 杏林製薬株式会社と株式交換

平成18年３月 東京証券取引所市場第一部に上場

平成18年４月 当社を承継会社とし、杏林製薬株式会社を分割会社とする分割契約を締結

平成18年４月 杏林製薬株式会社が秋田県能代市の能代工場に新製剤棟を新設

平成18年10月会社分割により杏林製薬株式会社の子会社の支配及び管理にかかる営業を承継

平成18年10月株式交換により東洋ファルマー株式会社を当社の完全子会社とする株式交換契約を締結

平成18年12月東洋ファルマー株式会社と株式交換

平成19年２月 東洋ファルマー株式会社をキョーリンリメディオ株式会社に改称

平成20年10月杏林製薬株式会社が日清キョーリン製薬株式会社を吸収合併

平成22年７月 キョーリン製薬ホールディングス株式会社に改称

平成23年４月 株式会社杏文堂をキョーリンメディカルサプライ株式会社に改称

平成24年６月 キョーリン製薬グループ工場株式会社を設立
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また、平成18年３月10日付株式交換により当社の完全子会社となりました杏林製薬㈱の沿革は以下のとおりです。

（参考資料：平成18年３月までの杏林製薬㈱の沿革）

年月 事項

大正12年12月荻原　廣が東京市大森区（現　東京都大田区）に東洋新薬社を創立、医薬品の製造販売を開始

昭和６年６月 東京市神田区（現　東京都千代田区）に合資会社杏林化学研究所を設立

昭和15年12月株式会社に改組、商号を杏林製薬株式会社とすると共に販売部門を分離・独立し、杏林薬品株式会

社を設立

昭和26年９月 東京都中央区日本橋に本社移転

昭和34年５月 株式会社杏文堂を設立

昭和40年４月 東京都千代田区神田駿河台に本社を新築移転

昭和49年６月 台湾杏林製薬股?有限公司に事業参加

平成４年10月 杏林薬品株式会社と合併

平成６年５月 株式会社杏文堂の株式を100％取得

平成６年10月 株式会社杏栄ビルと合併

平成８年４月 日清製粉株式会社、日清製薬株式会社との合弁事業契約に基づき、平成８年３月に日清製薬株式会

社へ資本参加を行い、日清製薬株式会社の社名を日清キョーリン製薬株式会社へ変更

平成10年９月 Ｐ＆Ｇ（プロクターアンドギャンブル）グループより、日本における哺乳ビン・乳首の消毒薬

「ミルトン」の商標権・営業権、製造設備及び販売権を譲受

平成10年10月台湾杏林製薬股?有限公司への事業参加を解消し、ライセンスベースへ移行

平成11年４月 東京証券取引所市場第二部上場

平成12年３月 東京証券取引所市場第一部に指定

平成12年６月 株式会社ビストナーを設立

平成12年８月 米国にKyorin USA,Inc.（現　連結子会社）を設立

平成14年２月 ドイツにKyorin Europe GmbH（現　連結子会社）を設立

平成16年12月米国においてActivX Biosciences,Inc.（現　連結子会社）を子会社化

平成17年５月 東洋ファルマー株式会社の株式を71.7％取得

平成17年６月 ドクタープログラム株式会社を100％子会社化

平成17年11月東洋ファルマー株式会社の株式を追加取得し、84.3％取得

平成17年11月株式交換により当社が株式会社ＡＰＲＩ（現　キョーリン製薬ホールディングス株式会社）の完

全子会社とする株式交換契約を締結

平成18年３月 株式会社キョーリン（現　キョーリン製薬ホールディングス株式会社）と株式交換

平成18年３月 東京証券取引所市場第一部上場廃止
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３【事業の内容】

当社（キョーリン製薬ホールディングス㈱）は、グループ統轄会社としてグループ全体の経営戦略機能を担い、経営

資源の効率的な配分や運用を行うことでキョーリン製薬グループ全体の総合力を発揮することに努めております。

当社グループは、当連結会計年度から新たに設立したキョーリン製薬グループ工場㈱を連結の範囲に含めたことで、

当社、子会社８社及び関連会社１社により構成されており、主な事業内容は次のとおりであります。

 

（医薬品事業）

杏林製薬㈱は医薬品の製造、販売と仕入を行っております。医薬品原材料の一部については関連会社である日本理化

学薬品㈱より仕入を行っております。

キョーリンリメディオ㈱は、医薬品の製造、販売と仕入を行っております。

Kyorin USA, Inc. は、主に米国において他社技術の評価及び提携ライセンスの調査・分析・交渉を基幹業務とし、

米国で実施される杏林製薬㈱製品の臨床試験に関連する業務や創薬シーズの探索等の情報収集を行っております。

Kyorin Europe GmbHは、欧州地域においてKyorin USA,Inc.と同様の業務を実施しております。

ActivX Biosciences, Inc. は、米国において医薬品の候補化合物の探索研究と化合物の評価を行っております。

キョーリンメディカルサプライ㈱は、販売促進・広告の企画制作等を行っております。医療用プロモーションツー

ル、包装材料、環境衛生用品等を杏林製薬㈱等に販売しております。

キョーリン製薬グループ工場㈱は医薬品の製造、販売を行っております。

 

（ヘルスケア事業）

ドクタープログラム㈱は、化粧品、医薬品・化粧品原料の開発及び販売を行っております。

 

［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次ページのとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な
事業の内容

議決権の
所有又は
被所有割合
（％）

関係内容

(連結子会社)      

杏林製薬㈱

（注）１、３
東京都千代田区 4,317

医薬品事業　　医

薬品の製造

販売

100.0

（直接所有)

経営指導、業務の受託

役員の兼任あり

キョーリンメディカル

サプライ㈱

（注）１

東京都新宿区 488

医薬品事業　　販

売促進・広告の

企画、制作等

100.0

（直接所有)

経営指導、業務の受託

役員の兼任あり

キョーリンリメディオ㈱

（注）１
石川県金沢市 1,200

医薬品事業　　医

薬品の製造

販売

100.0

（直接所有）

経営指導、業務の受託

役員の兼任あり

ドクタープログラム㈱

（注）１
東京都新宿区 251

ヘルスケア事業

化粧品、医薬品・

化粧品原料の開

発及び販売

100.0

（直接所有)

経営指導、業務の受託

役員の兼任あり

キョーリン製薬グループ

工場㈱

（注）１、２

滋賀県甲賀市 450

医薬品事業　　医

薬品の製造　販売

　

100.0

（直接所有)

経営指導、業務の受託

役員の兼任あり

Kyorin USA,Inc.
米国

ニュージャージー州

千米ドル

500

医薬品事業　　他

社技術等の調査

・分析、臨床試

験に関する情報

収集

100.0

（間接所有)
　　　　 －

Kyorin Europe GmbH
ドイツ

フランクフルト

ユーロ

50,000

医薬品事業　　他

社技術等の調査

・分析、臨床試

験に関する情報

収集

100.0

（間接所有)
　　　　 －

ActivX Biosciences,

Inc.

米国

カリフォルニア州

米ドル

1

医薬品事業　　医

薬品の候補化合

物の探索研究と

化合物の評価

100.0

（間接所有)
役員の兼任あり

(持分法適用関連会社)      

日本理化学薬品㈱ 東京都中央区 411

医薬品事業　　医

薬品・試薬・中

間薬品等の

製造販売

29.2

(間接所有)

0.03

(被所有)

 －

（注）１．特定子会社に該当しております。

２．キョーリン製薬グループ工場㈱については、当連結会計年度において新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。

３．杏林製薬㈱につきましては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等　　　（１）売上高　　　　 　　　95,894百万円

（２）経常利益　　　 　　　18,209百万円

（３）当期純利益　　 　　　11,931百万円

（４）純資産額            102,844百万円

（５）総資産額　　　　　　121,881百万円

４．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

 医薬品事業 2,309  

 ヘルスケア事業 59     

 　報告セグメント計 2,368    

 全社（共通） 76     

合計 2,444    

（注）１．従業員数は、就業人員数であります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、当社に所属している者であります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ147名増加していますが、その主な理由は、新たにキョーリン製薬

グループ工場㈱を設立したことによるものであります。

(2）提出会社の状況

 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

76 42.3 15.7 9,966,763

（注）１．平均勤続年数は、出向元である杏林製薬㈱における勤続年数を通算しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

当社グループ（当社及び当社の連結子会社）には、杏林製薬労働組合連合会（平成25年３月31日現在　組合員数

51名）、キョーリンリメディオ労働組合（平成25年３月31日現在　組合員数167名）及びキョーリン製薬グループ　

工場労働組合（平成25年３月31日現在　組合員数47名）があります。

　労使関係は各組合とも良好に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

当連結会計年度における国内医薬品業界は、平成24年４月に実施された薬価基準の改定（業界平均：６．０％、杏

林製薬：６％台）等、薬剤費の抑制を目的とした諸施策により経営環境は厳しさを増しました。ヘルスケア事業では、

消費の低迷もあり縮小傾向となった市場の中で企業間の競争は激化しました。

このような状況下、当社グループは、中期経営計画「ＨＯＰＥ１００－ステージ１－（平成22年度～平成27年

度）」に基づき、事業戦略である「ファーマ・コンプレックス・モデル（ＰＣモデル）への取り組み促進」「ヘルス

ケア新規事業の拡充と育成」を積極的に推し進め、持続成長とステークホルダーの皆様からの支持・評価の向上に努

めました。

売上面では、ヘルスケア事業の売上が減少したものの、医薬品事業における売上は新薬事業、後発品事業ともに前年

度を上回る実績で推移したことから、売上高は１,０７０億３１百万円と前年同期比３７億９８百万円（前年同期比

３．７％増）の増収となりました。

利益面では、薬価改定の影響、他社製品の受託生産を主な事業とするキョーリン製薬グループ工場㈱を連結子会社

化した影響等により原価率が１．７ポイント上昇しましたが、増収により売上総利益は前年同期に対して５億９１百

万円増となりました。他方、販売費及び一般管理費は研究開発費の減少等により前年同期に対し２８億９２百万円減

少したため、営業利益は１７９億４８百万円（前年同期比２４.１％増）となりました。経常利益は１８６億７６百万

円（前年同期比２２．３％増）、当期純利益は１２４億２２百万円（前年同期比３４．６％増）と増益となりまし

た。

 

当連結会計年度の業績

売上高　　　　　１,０７０億３１百万円（前年同期比　　　３．７％増）

営業利益　　　　　 １７９億４８百万円（前年同期比　　２４．１％増）

経常利益　 　　　  １８６億７６百万円（前年同期比　　２２．３％増）

当期純利益　　　　 １２４億２２百万円（前年同期比　　３４．６％増）

　　　　　

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

①医薬品事業

〔国内新医薬品〕

昨年４月に実施された薬価改定の影響はありましたが、既存事業の売上が前年を上回ると共に平成24年10月１日よ

り事業を開始したキョーリン製薬グループ工場㈱の売上が寄与し、売上高は８８２億８６百万円（前年同期比

２．７％増）となりました。

国内新薬事業では、呼吸器内科・耳鼻科・泌尿器科を中心とする特定領域の医師、医療機関に営業活動を重点化す

るフランチャイズカスタマー（ＦＣ）戦略の推進と強化等により主力製品の普及の最大化に努めました。主力製品で

は、気管支喘息・アレルギー性鼻炎治療剤「キプレス」、過活動膀胱治療剤「ウリトス」が前年を上回る実績で推移

しましたが、潰瘍性大腸炎・クローン病治療剤「ペンタサ」、気道粘液調整・粘膜正常化剤「ムコダイン」は前年を

下回りました。

〔海外新医薬品〕

広範囲抗菌点眼剤「ガチフロキサシン（導出先：米国アラガン社）」に関連する収入は前年同期に対し微減とな

りましたが、杏林製薬㈱がガルデルマＳ．Ａ．（本社：スイス）と平成24年10月に締結した医療用外用抗真菌剤「ペ

キロンクリーム」に係わる資産譲渡契約に基づき、同剤について平成25年２月１日に資産譲渡を行い契約金を取得し

たため、売上高は２４億００百万円（前年同期比１９．１％増）となりました。

〔後発医薬品〕

本年度より導入された後発医薬品の使用促進策等により保険調剤薬局への販売が伸長し、他社からの受託生産によ

る売上も増加したため、売上高は１００億９５百万円（前年同期比１６．６％増）となりました。

〔一般用医薬品他〕

主要製品である哺乳びん殺菌消毒剤「ミルトン」の売上が前年を上回る実績で推移しました。また、その他製品の

売上増加等により、売上高は４３億７９百万円（前年同期比９．８％増）となりました。

この結果、当セグメントの売上高は１,０５１億６２百万円（前年同期比４．５％増）となり、営業利益は

１７９億６３百万円（前年同期比２６.３％増）となりました。
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②ヘルスケア事業

消費低迷の影響等により縮小傾向にあった市場の中で企業間競争が激化し、ナノカプセル技術を応用したスキンケ

ア製品を取り扱うドクタープログラム㈱の売上が前年を下回る実績となりました。この結果、当セグメントの売上高

は１８億６９百万円（前年同期比２７．５％減）となり、営業損失は２億００百万円（前年同期の営業利益は５２百

万円）となりました。

 

（２）キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、１１５億４４百万円の収入であり、これは主に税金等調整前当期純利益 １

８６億０３百万円、減価償却費２７億３８百万円、売上債権の増加１４億８０百万円、退職給付引当金の減少１０億１

０百万円、仕入債務の減少４億８６百万円、法人税等の支払額４６億２３百万円によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、７１億８７百万円の支出で、これは主に有価証券の取得による支出５９億

９５百万円、有形固定資産の取得による支出５９億７２百万円、投資有価証券の取得による支出３５億０１百万円、有

価証券の売却及び償還による収入２４億０２百万円、投資有価証券の売却及び償還による収入６８億５３百万円によ

るものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、５１億３２百万円の支出で、これは主に短期借入金の減少１６億７５百万

円、配当金の支払３３億５７百万円によるものです。

この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末と比較して６億６７百万円減

少し、２２５億４３百万円となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （単位：百万円）

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

  新薬 96,956 103.2

  後発品 7,913 116.8

医薬品事業 医療用医薬品  104,869 104.1

 一般用医薬品他  2,629 101.4

 医薬品事業計  107,499 104.1

ヘルスケア事業 － －

合計 107,499 104.1

　（注）　上記金額は、消費税等抜きの売価換算によっております。

(2）商品仕入実績

当連結会計年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （単位：百万円）

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

  新薬 1,719 109.5

  後発品 2,419 100.8

医薬品事業 医療用医薬品  4,138 104.2

 一般用医薬品他  1,402 109.9

 医薬品事業計  5,540 105.6

ヘルスケア事業 507 74.1

合計 6,048 102.0

　（注）　上記金額は、消費税等抜きの実際仕入れ額によっております。

(3）受注状況

当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は販売計画に基づいた生産を行っておりますので、該当事項はあり

ません。
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(4）販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （単位：百万円）

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

  新薬 90,686 103.0

  後発品 10,095 116.6

医薬品事業 医療用医薬品  100,782 104.3

 一般用医薬品他  4,379 109.8

 医薬品事業計  105,162 104.5

ヘルスケア事業 1,869 72.5

合計 107,031 103.7

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

　　　　　　おりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

金額 (百万円) 割合（％） 金額 (百万円) 割合（％）

 アルフレッサ株式会社 18,405 17.8 19,437 18.2

 株式会社スズケン 17,141 16.6 17,763 16.6

株式会社メディパルホールディ

ングス
15,504 15.0 15,918 14.9

 東邦薬品株式会社 13,795 13.4 14,483 13.5

　　　　３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

日本を含めた世界の先進国における医療費・薬剤費の抑制策はこれまで以上に進展し、医薬品企業は国際的なレベ

ルでの競争が激化しています。他方、世界の人々の健康ニーズは多様化し、さらに高まり、市場成長が期待されます。こ

うした環境変化を踏まえ、当社グループは、ヘルスケア事業での多核化を通じて、事業リスクの分散を図り、健全かつ

持続的な成長を目指します。

当社グループは、「キョーリンは生命を慈しむ心を貫き、人々の健康に貢献する社会的使命を遂行します」を企業

理念としています。この理念の具現に向けて、子会社である杏林製薬㈱の創業１００周年に当たる２０２３年を見据

えた長期ビジョン「ＨＯＰＥ１００（Ａｉｍ ｆｏｒ Ｈｅａｌｔｈ　Ｏｆ Ｐｅｏｐｌｅ ａｎｄ ｏｕｒ Ｅｎｔｅｒ

ｐｒｉｓｅｓ」を掲げ、健全な健康生活応援企業へと進化を図ります。「ＨＯＰＥ１００」では、病気の治療・予防、

健康の維持・増進に関連する事業を通じて人々の健康生活に貢献すること及び企業グループの健全な発展を願いま

す。

長期ビジョンの具現に向け、ファーストステップに位置づけられる中期経営計画「ＨＯＰＥ１００－ステージ１

－」では、その概要をＳＯＰの視点、すなわち事業戦略（Ｓｔｒａｔｅｇｙ）、事業戦略を遂行するための組織化戦略

（Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）、目指すべき成果目標（Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ）から整理し、推進することとしま

した。

（１）事業戦略（Ｓｔｒａｔｅｇｙ）

長期ビジョンに掲げる健康生活応援企業への進化を目指して医薬品事業を中核とするヘルスケア事業の多核

化を推進します。

①医薬品事業

医薬品事業を複合的に展開するＰＣモデル（Ｐｈａｒｍａ　Ｃｏｍｐｌｅｘ　Ｍｏｄｅｌ）の考え方に基づい

て、医療用医薬品を新薬群（特許および先発権のある既上市品および開発候補品）、先発品群（ライフサイクル

マネジメントにより製品価値の向上とライフサイクルの延長に取組む製品）および後発品群に区分し、子会社

である杏林製薬㈱とキョーリンリメディオ㈱の研究開発、生産、販売活動を連動させると共に社外との提携を活

発化させ、効果的・効率的な事業展開により持続成長を目指します。

②ヘルスケア事業

多様な健康ニーズへの対応および医薬品事業の成長補完の観点から、スキンケア事業の成長と収益事業化、

「ミルトン」のブランド戦略を展開します。また、将来の成長および医薬品事業とのシナジーが期待できる医療

周辺の新規事業の創出に取り組みます。

（２）組織化戦略（Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）

当社グループは長期ビジョンにおいて、社員を大切にし、人と組織を活力化することが事業戦略を遂行し、成果

を具現するための最重要課題と位置付けています。

そのため、中期経営計画では、社員が仕事に誇りを持ち、会社や組織を信頼し、全員が結束して仕事に取り組む

ことのできる、社員にとって「働きがいＮＯ．１企業」の実現を目指して、グループ各社ごとの人材マネジメン

ト（採用、育成、評価、昇進、配置、報酬、福利厚生等）の再構築やコミュニケーションの活発化に取り組みます。

（３）目指すべき成果目標（Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ）

売上高１,４００億円、営業利益２００億円を経営指標とし、株主還元におきましては、配当性向３０％を目処

に設定します。
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４【事業等のリスク】

現在、当社グループの経営成績および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがありま

す。当社グループでは、これら事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対処することとしておりますが、影響を及ぼ

すリスクや不確実性はこれらに限定されるものではありません。

①当社グループの事業に係わる法的規制

当社グループの事業は、日本国内における薬事法、医療保険制度、薬価制度などの規制および海外における各国の各

種関連規制の影響を受けます。また、医薬品の開発、製造、輸入、流通等の各段階において様々な承認・許可制度等が設

けられています。今後、予測できない大規模な医療行政の方針転換が行われました場合、当社グループの営業成績、財

務状況に影響を及ぼす可能性があります。

②医薬品の研究開発に係わる活動

医療用医薬品の開発には、多額の研究開発投資と長い期間が必要なうえ、新規性の高い化合物を発見し医薬品とし

て上市できる確率は決して高くありません。現在、杏林製薬㈱では、数品目の医療用医薬品の臨床試験を実施中です

が、期待する臨床効果が確認できない場合や予測できない副作用の発現等により研究開発を中止する可能性がありま

す。

③他社との競合激化

医薬品業界は、技術革新など進歩が急速に進む環境下にあり、より有用性の高い医薬品の開発や同種の効能を有す

る医薬品の上市が当社グループの主要製品の売上動向に影響を及ぼす可能性があります。

④医療制度改革の影響

日本国内におきましては、医療用医薬品の薬価改定を含む医療制度改革が実施されております。当社グループでは、

予測可能な範囲でその影響を業績予想に織り込んでおりますが、予想可能な範囲を超えた薬価改定や医療保険制度の

改定が実施された場合、営業成績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑤副作用の発現

新医薬品の安全性に関する情報は、限られた被験者を対象に実施した臨床試験から得られたものであり、必ずしも

副作用の全てを把握することは出来ません。市販後、汎用された中でそれまでに報告されなかった未知の副作用によ

りその医薬品の使用方法が制限されることや、場合によっては発売中止になる可能性があります。

⑥製造の停滞・遅延

技術的・規制上の問題もしくは自然災害・火災などの要因により生産活動の停滞・遅滞もしくは操業停止などが

起こった場合、当社の営業成績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑦製品回収等

異物の混入等により当社グループの製品に欠陥が認められ製品の回収などの事態が発生した場合、営業成績等に悪

影響を及ぼします。

⑧知的財産の保護

当社グループが国内外において知的財産を適切に保護できない場合、第三者が当社の技術を利用して当社グループ

製品の市場ないしは関連する市場において悪影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループの事業活動が他社

製品の特許等、知的財産に抵触した場合、事業の中止・係争の可能性があります。

⑨訴訟リスク

当社グループの事業活動において、特許、製造物責任(ＰＬ法)、独占禁止法、環境保全、労務関連などの事柄において

訴訟を提起される可能性があります。

⑩為替レートの変動

当社グループは、海外との輸出入を行っており、為替レートの変動は当社の売上高等に影響を与えます。

⑪他社との提携解消

当社グループでは、外部資源の有効活用を目的としてアライアンス戦略を推進し、国内外の製薬企業等と販売委託

・共同販売・共同研究等の提携を行っております。今後、何らかの事情によりこれらの提携関係を解消することに

なった場合、予定している営業成績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑫ＩＴセキュリティ及び情報管理

当社グループでは、業務上、ＩＴシステムを多数利用していることから、システムの不備やコンピューターウイルス

等の外部要因により、業務が阻害される可能性があります。また情報等の外部への流出により信用を失うことで業績

に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）外国会社からの技術導入

契約会社名 契約品目 相手方の名称 国名 対価 契約年 契約期間

杏林製薬㈱

（連結子会社）
レボブノロール アラガン社 アメリカ

契約一時金

一定料率のロイヤ

ルティー

1990
発売日から10年　

（自動更新）

〃 ブリモニジン アラガン社 アメリカ

契約一時金

一定料率のロイヤ

ルティー

2004

対象特許満了また

は発売日から10年

のいずれか長い方

〃 フルチフォーム スカイファーマ社 イギリス

契約一時金

一定料率のロイヤ

ルティー

2008 発売日から10年

〃
耳鳴治療薬

「Neramexane」
メルツ社 ドイツ

契約一時金

一定料率のロイヤ

ルティー

2009

契約締結日からメ

ルツ社に対するロ

イヤルティーの支

払義務が終了する

まで

〃 ＣＯＰＤ治療薬 アルミラール社　 スペイン

契約一時金　

一定料率のロイヤ

ルティー

2011

契約締結日から対

象製品の最終販売

日まで　

(2）外国会社への技術導出

契約会社名 契約品目 相手方の名称 国名 対価 契約年 契約期間

杏林製薬㈱

（連結子会社）

ガチフロキサシン

点眼液
アラガン社 アメリカ

契約一時金

一定料率のロイヤ

ルティー

2000

対象特許満了また

は契約日から15年

のいずれか長い方

〃 イブジラスト メディシ・ノバ社 アメリカ

契約一時金

一定料率のロイヤ

ルティー

2004

対象特許満了また

は市場独占権有効

期間のいずれか長

い方

〃 イミダフェナシン
エルジー・ライフ

サイエンス社 
韓国 契約一時金 2005

契約締結日からエ

ルジー・ライフサ

イエンス社の支払

義務が終了するま

で

〃
ＫＲＰ－２０３

（IBD以外）
ノバルティス スイス

契約一時金

一定料率のロイヤ

ルティー

2006

対象特許満了また

は発売日から11年

のいずれか長い方

〃 イミダフェナシン スピマコ社
サウジア

ラビア

契約一時金

一定料率のロイヤ

ルティー

2009 発売日から10年

〃
ＫＲＰ－２０３

（IBD）　
ノバルティス スイス　

契約一時金　

一定料率のロイヤ

ルティー　

2010
ロイヤルティーの

支払期間　
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(3）販売契約（輸出）

契約会社名 契約品目 相手方の名称 国名 契約年 契約期間

杏林製薬㈱

（連結子会社）
ノルフロキサシン 鍾根堂社 韓国 1983 自動更新

〃 〃 ワイス社 アメリカ 1983 〃

〃 〃 杏林新生製薬股?有限公司 台湾 1985 〃

〃 トロキシピド 永進社 韓国 1987 〃

(4）販売契約（輸入）

契約会社名 契約品目 相手方の名称 国名 契約年 契約期間

杏林製薬㈱

（連結子会社）
マクサルト メルク社 アメリカ 2003

特許満了日

まで

(5）内国会社との販売契約（導入）

契約会社名 契約品目 相手方の名称 契約年 契約期間

杏林製薬㈱

（連結子会社）
クリノリル 日医工株式会社 1981 自動更新

〃 ロカルトロール 中外製薬株式会社 1986 〃

〃 ベストロン耳鼻科用 千寿製薬株式会社 1999 〃

〃
ラピッドテスタ

ＦＬＵスティック
積水メディカル株式会社 2006 〃

〃 メサラジン         日清ファルマ株式会社 2008 2016年まで

〃 クルクミン 株式会社セラバリューズ 2011

　

自動更新
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　(6）内国会社との販売契約（導出）

契約会社名 契約品目 相手方の名称 契約年 契約期間

杏林製薬㈱

（連結子会社）
ケタス点眼液 千寿製薬株式会社 1999 自動更新

〃 バクシダール点眼液 〃 1999 〃

〃 ミロル点眼液0.5% 科研製薬株式会社 2000 〃

〃 マクサルト エーザイ株式会社 2002 特許満了日まで

〃 シンセロン錠 株式会社ヤクルト本社 2008 2014年まで

〃
ガチフロキサシン　

点眼液
千寿製薬株式会社 2009上市日から10年間

〃 ウリトス エーザイ株式会社 2009
契約締結日から15

年間

　(7）内国会社との共同開発

契約会社名 契約品目 相手方の名称 契約年

杏林製薬㈱

（連結子会社）　
インジセトロン 株式会社日清製粉グループ本社 1995

〃 モンテルカスト 萬有製薬株式会社 1999

〃 イミダフェナシン 小野薬品工業株式会社 2000

(8）内国会社への技術導出

契約会社名 契約品目 相手方の名称 対価 契約年 契約期間

杏林製薬㈱

（連結子会社）
ガチフロキサシン 千寿製薬株式会社

契約一時金

一定料率のロイヤル

ティー

1997 発売日から10年

〃 ブリモニジン 〃

契約一時金

一定料率のロイヤル

ティー

2004

対象特許満了ま

たは発売日から

10年のいずれか

長い方

(9）その他

契約会社名 契約内容 相手方の名称 契約年

杏林製薬㈱

（連結子会社）
新規化合物創製 The Scripps Research Institute2004

〃 新規化合物創製 メルク社 2004

〃 新規化合物創製 メルク社 2007

キョーリン製薬グループ工場㈱

（連結子会社）　
製造受託　 ＭＳＤ株式会社　 2012
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６【研究開発活動】

当社グループでは、世界の人々の健康に貢献できる新薬の創製と提供が新薬メーカーの存在意義を高め、持続成長

に結びつくとの認識に基づき、自社創薬、導入品の開発、既存品のライフサイクルマネジメント（新効能・効果取得、

剤型追加）に積極的に取り組み、特定領域における魅力ある製品パイプラインの構築を推進しました。

当連結会計年度の研究開発費の総額は１１０億５９百万円（前年同期比２０．８％減）となっております。

（１）医薬品事業

国内開発の状況としましては、慢性閉塞性肺疾患治療薬（配合剤）「ＫＲＰ－ＡＢ１１０２Ｆ」のＰｈⅡ臨床試験

を平成24年５月より、ニューキノロン系合成抗菌剤「ＫＲＰ－ＡＭ１９７７Ｙ」のＰｈⅠ臨床試験を同７月より、そ

れぞれ開始し、潰瘍性大腸炎治療剤「ペンタサ」では、新用法・用量（１日１回投与）の承認を同８月に取得しまし

た。次に慢性閉塞性肺疾患治療薬（単剤）「ＫＲＰ－ＡＢ１１０２」のＰｈⅢ臨床試験を同９月より開始し、気管支

喘息治療剤「ＫＲＰ－１０８」を同９月に製造販売承認申請し、潰瘍性大腸炎治療剤「ペンタサ」の新剤型である坐

剤については、製造販売承認を平成25年３月に取得いたしました。また、免疫調整剤「ＫＲＰ－２０３」のＰｈⅡ臨床

試験を同３月より、「モンテルカストナトリウム」の小児におけるアレルギー性鼻炎（新効能・効果）のＰｈⅢ臨床

試験を同４月より開始しました。

他社に関する開発品では、千寿製薬㈱へ導出している緑内障治療薬「アイファガン（点眼液）」が平成24年５月に

同社より新発売されました。

なお、糖尿病治療剤「ＫＲＰ－１０４」につきましては、開発の重点領域、優先度、競合状況等を総合的に勘案し、事

業戦略上の観点から開発を中止し、第２四半期決算発表時に公表しております。

自社創製活動におきましては研究領域を呼吸器・泌尿器・感染症に重点化し、効率的かつ効果的な新薬の創製に努

めました。

当セグメントの当連結会計年度の研究開発費は１０９億８５百万円であります。

（２）ヘルスケア事業

当セグメントの当連結会計年度の研究開発費は７４百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が判断した

ものであります。

（１）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成に当たりましては、重要な会計方針及び見積りによる判断をおこなっております報

告数値があり、実際の結果は見積りによる不確実性のために異なる結果となる可能性があります。

当社グループにおいては、特に以下の重要な会計方針が連結財務諸表作成において重要な判断と見積りに影響を及

ぼすと考えております。

①その他有価証券で時価のあるものの評価基準及び評価方法

その他有価証券の評価差額は全部純資産直入法により処理しており、損益認識を行う場合とは連結当期純利益

が異なってまいります。

②貸倒引当金

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収不能見込み額を計上しておりますが、一般債権については、

過去の貸倒実績率による見積額を計上しております。従いまして、厳しい経済情勢下においては各取引先の財政

状態の変化により追加引当が必要となる可能性があります。

③退職給付引当金

従業員退職給付費用および退職給付債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております

が、実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合には認識される費用及び債務に重要

な影響を及ぼす可能性があります。

④繰延税金資産

繰延税金資産については、将来の課税所得見込額等により回収可能性が高いと判断した金額を計上しておりま

すが、将来の予測に基づくため不可避の不確実性を内包していると認識しております。

（２）経営成績の分析

①売上高

売上高は、気道粘液調整・粘膜正常化剤「ムコダイン」、潰瘍性大腸炎・クローン病治療剤「ペンタサ」、気管

支喘息・脳血管障害改善剤「ケタス」、活性型ビタミンＤ3製剤「ロカルトロール」、胃炎・胃潰瘍治療剤「アプ

レース」が前年を下回る実績となりました。しかしながら、ロイコトリエン受容体拮抗剤・気管支喘息・アレル

ギー性鼻炎治療剤「キプレス」、過活動膀胱治療剤「ウリトス」が好調に推移し、前年を上回る実績となったた

め、前連結会計年度に比較して３７億９８百万円増加（前年同期比３．７％増）し、１，０７０億３１百万円と

なりました。

②売上原価

売上原価は、国内における売上高増加等により、前連結会計年度に比較して３２億０７百万円増加（前年同期

比８．７％増）し、４０１億３３百万円となりました。また、原価率は、薬価改定の影響と他社製品の受託生産を

主な事業とするキョーリン製薬グループ工場㈱を連結子会社化した影響等により１．７ポイント上昇しました。

③販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費は、研究領域を呼吸器・泌尿器、感染症に重点化したことによる研究費の減少等によ

り前連結会計年度に比較して２８億９２百万円減少（前年同期比５．６％減）し、４８９億４９百万円となり

ました。

④営業損益

営業利益は、上記売上高、売上原価、販売費及び一般管理費の状況から前連結会計年度に比較して３４億８４百

万円増加（前年同期比２４．１％増）し、１７９億４８百万円となりました。

⑤営業外損益

営業外損益は、営業外収益が前連結会計年度に比較して８８百万円減少し７億９０百万円に、営業外費用が前

連結会計年度に比較して５百万円減少し６２百万円となりました。営業外損益の主な内容は、営業外収益が受取

賃貸料２億６８百万円、受取配当金２億０４百万円、受取利息１億０４百万円、営業外費用が支払利息３８百万円

であります。

⑥税金等調整前当期純利益

税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比較して３３億４０百万円増加し、１８６億０３百万円となり

ました。

⑦法人税等

法人税等は、法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額の合計額が前連結会計年度に比較して１億５０

百万円増加し、６１億８１百万円となりました。
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⑧当期純利益

当期純利益は、前連結会計年度に比較して３１億９０百万円増加し、１２４億２２百万円となりました。

（３）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フロー

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、退職給付引当金の減少１０億１０百万円、売上債権

の増加１４億８０百万円、仕入債務の減少４億８６百万円、法人税等の支払４６億２３百万円等がありましたが、

税金等調整前当期純利益１８６億０３百万円、減価償却費２７億３８百万円等により、１１５億４４百万円の収

入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却及び償還による収入２４億０２百万円、投資有価証券

の売却及び償還による収入６８億５３百万円等がありましたが、有価証券の取得による支出５９億９５百万円、

有形固定資産の取得による支出５９億７２百万円、投資有価証券の取得による支出３５億０１百万円等により、

７１億８７百万円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払３３億５７百万円、短期借入金の減少１６億７５百万円

等により、５１億３２百万円の支出となりました。

この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末と比較して６億６７百万

円減少し、２２５億４３百万円となりました。

②資金需要

当社グループの運転資金需要の主なものは、製品製造のための原料・材料の購入、商品購入のほか、製造費用、

研究開発費、人件費の支払いであります。

また、継続的に設備投資を行っておりますが、当連結会計年度において６５億７６百万円の設備投資を実施い

たしました。

③財務政策

当社グループの運転資金及び設備投資資金の調達は、自己資金及び借入金等により賄っております。

平成26年３月期においては、研究開発費のほか、生産設備の更新、システムの合理化、研究用機器の拡充を図る

ため固定資産の取得による支出約４５億円を予定しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び当社の連結子会社）では、当連結会計年度において医薬品事業を中心に、総額６５億７６

百万円の設備投資を実施しております。

医薬品事業においては、工場設備に４５億９８百万円、研究用設備に５億２６百万円、管理・販売設備に３億

４５百万円の設備投資を実施しております。

ヘルスケア事業においては、研究用設備に２百万円、管理・販売設備に２１百万円の設備投資を実施しております。

全社（共通）においては、管理・販売設備に１０億８１百万円の設備投資を実施しております。

 

２【主要な設備の状況】

　当連結会計年度末現在における当社グループの主要な設備の状況は次のとおりであります。

(1）提出会社

 　　　 該当事項はありません。

(2）国内子会社

会社名
事業所名

（主な所在地）
セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

 杏林製薬㈱
 岡谷工場

（長野県岡谷市） 
医薬品事業

医薬品の製造

設備
484 326

58

 (21,082.01)

<372.40>　

   [277.04] 

26 894 72

 
 能代工場

（秋田県能代市） 
医薬品事業

医薬品の製造

設備
3,724 1,342

673

 

(111,959.76)

257 5,998 82

 
 創薬研究所

（栃木県下都賀郡野木町)
医薬品事業

医薬品の研究

設備
726 6

164

 (54,833.99)

<15,528.00>

293 1,190 133

 
 開発研究所

（栃木県下都賀郡野木町)
医薬品事業

医薬品の研究

設備
1,734 28

262

 

(102,979.43)

128 2,153 144

 
 本社他

（東京都千代田区他) 
医薬品事業

統括及び販売

業務設備
356 －

126

(2,188.08)
303 786 1,368

キョーリン

リメディオ㈱

 井波工場他

（富山県南砺市） 
医薬品事業

医薬品の製造

及び研究設備
1,611 575

95

(15,268.20)
124 2,406 252

 
 本社

（石川県金沢市） 
医薬品事業

統括及び販売

業務設備
148    －

37

(816.00)
1 187 45

キョーリン

製薬グループ

工場㈱　

本社工場

（滋賀県甲賀市）

医薬品事業

　

医薬品の製造

及び統括・販

売業務設備　

1,478 483
846

(61,272.54)
21 2,830 136
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(3）在外子会社　

会社名
事業所名

（主な所在地）
セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

 ActivX

 Biosciences,Inc.

 本社

（米国カリフォルニア州）
医薬品事業

研究用施設

及び研究用

機器等

14 － － 145 160 33

　（注）１．国内子会社の土地の〈　〉内は、借用中のものを外数で、［　］内は、貸与中のものを内数で表示してあります。

なお、その内容は次のとおりであります。

事業所名 借用先 貸与先

 杏林製薬㈱　岡谷工場 　岡谷市  当社グループと関係を有しない個人

 杏林製薬㈱　創薬研究所 　当社グループと関係を有しない個人 －

２．国内子会社の建物のうち貸与中のものは次のとおりであります。

事業所名 貸与先 貸与面積（㎡）

 杏林製薬㈱　本社他 　ドクタープログラム㈱ 473.6

　   キョーリンメディカルサプライ㈱ 364.7

　 　キョーリンリメディオ㈱ 36.3

　 　当社グループと関係を有しない企業３社 4,526.1

キョーリンリメディオ㈱　井波事業所 　キョーリンメディカルサプライ㈱ 19.8

　　なお、営業拠点の一部については借用をしております。

３．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及びリース資産であり、建設仮勘定は含んでおりません。

　　なお、金額には消費税等は含めておりません。

４．上記の他、リース契約による主な賃借設備は事務所、医療機器、システム機器等（リース期間概ね３～７年）

であります。

リース料の年額　　　　　　　　　　  　825百万円

未経過リース料の残高　　　　　　    　461百万円

３【設備の新設、除却等の計画】
　当連結会計年度末現在における当社グループの重要な設備の新設・改修計画は次のとおりであります。

会社名 事業所名 所在地
セグメント
の名称

設備の内容
投資予定金額(百万円)資金調達

方法
着手及び完了予定年月

摘　要
総額 既支払額 着手 完了

当社　 本社
東京都

千代田区

医薬品事業

　

管理・厚生施設

等　
822 70自己資金　 25.4 26.3

管理・販売・厚生

施設の更新・拡充

杏林製薬㈱　 各工場
秋田県

能代市他

医薬品事業

　
製品製造設備 914 68自己資金　 25.4 26.3

生産設備の修繕・

更新等　

　
各研究事

業所　

栃木県　

下都賀郡

　

野木町　

医薬品事業

　
研究用機器　 766 19　 自己資金　 25.4 26.3

研究用機器の拡充

等　

　
新研究所

　

栃木県　

下都賀郡

野木町　

医薬品事業

　
研究用施設　 7,836 － 自己資金　 26.1　 27.8

研究用施設の建設

　

　 本社他　

東京都　

千代田区

　

医薬品事業

　

管理・厚生施設

等　
458 － 自己資金　 25.4 26.3

管理・販売・厚生

施設の更新・拡充

　

キョーリン

リメディオ㈱

　

井波工場

他　

富山県　

南砺市　

医薬品事業

　

製品製造、研究

設備、厚生施設　
1,093301　

自己資金及

び借入金　
25.4 26.3

生産設備の修繕・

更新等　

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

  ①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 297,000,000

計 297,000,000

  ②【発行済株式】　

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 74,947,628 同左　
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 74,947,628 同左　 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

  　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

    該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

 平成23年７月29日

 （注）
－ 74,947,628 ― 700 △39,000 39,185

（注）会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。

　

（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 42 33 63 215 　　1　 4,922 5,276 －

所有株式数

（単元）
－ 137,919 8,261 197,470126,483 20 278,674   748,82764,928

所有株式数の

割合（％）
－ 18.42 1.10 26.37 16.89 0.00　     37.21 100.00－

（注）自己株式224,488株は、「個人その他」に2,244単元及び「単元未満株式の状況」に88株を含めて記載しており

ます。
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（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する所
有株式数の割合
（％）

 株式会社アプリコット
東京都中野区本町１丁目13

番18号
5,000 6.67

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８

番11号
3,679 4.91

 荻原　淑子 東京都中野区 2,926 3.90

 株式会社鶴亀　
東京都中野区東中野１丁目

14番９号
2,895 3.86

 株式会社マイカム
東京都港区六本木５丁目14

番17号
2,743 3.66

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11

番３号 
2,648 3.53

 荻原　弘子 東京都渋谷区 2,247 3.00

 荻原　年 東京都港区 2,227 2.97

 株式会社バンリーナ
東京都港区六本木５丁目14

番17号
1,950 2.60

 株式会社アーチァンズ
東京都港区六本木５丁目14

番17号
1,950 2.60

計 － 28,268 37.72

  （注）上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　　　        3,679千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　　　　　　　　2,648千株
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（８）【議決権の状況】

  ①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）   

 普通株式　　 224,400 － －

（相互保有株式）   

 普通株式　　  23,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　74,635,300 746,353 －

単元未満株式  普通株式　　 64,928 － －

発行済株式総数  　　　　　74,947,628 － －

総株主の議決権 － 746,353 －

 

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

 キョーリン製薬ホールディ

ングス株式会社 

 

 東京都千代田区神田駿河台

 ２丁目５番地

224,400－ 224,400 0.30

（相互保有株式）

 日本理化学薬品株式会社

 

 

 東京都中央区日本橋本町

 ４丁目２番２号

23,000－ 23,000 0.03

計 － 247,400－ 247,400 0.33

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

  　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類】　　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

            該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　  　　　　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 1,667 2

当期間における取得自己株式 207 0

（注）当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－　 －　 －　 －　

消却の処分を行った取得自己株式 －　 －　 －　 －　

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－　 －　 －　 －　

その他 －　 －　 －　 －　

保有自己株式数 224,488 －　 224,695 －　

（注）当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、成長のための投資、事業継続のための投資、株主還元をバランスよく実施し、経営基盤強化を図ります。平成

22年度を初年度とする新中期経営計画におきましては、連結配当性向は30％を目途に設定し、配当を実施します。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の

決定機関は取締役会であります。

当事業年度の配当金につきましては、平成25年３月31日現在の株主の皆様に対して、１株につき配当金４０円００

銭をお支払いさせていただくことといたしました。この結果、中間配当金１０円００銭を含めた年間配当金は、１株５

０円００銭となりました。

内部留保金につきましては、製薬企業の生命線である創薬および研究開発投資をはじめ、製品導入・新規事業の獲

得、設備投資などの原資として、企業体質の強化と将来の事業展開に向けて積極的に利用し、グループ企業価値の向上

に努めてまいります。

当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」

旨定款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成24年11月７日

取締役会決議
747 10.0

平成25年５月27日

取締役会決議
2,988 40.0

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高（円） 1,469 1,605 1,578 1,692 2,360

最低（円） 931 1,112 1,127 1,256 1,452

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年10月平成24年11月平成24年12月平成25年１月 平成25年２月 平成25年３月

最高（円） 1,879 1,837 1,782 1,939 2,137 2,360

最低（円） 1,654 1,662 1,643 1,693 1,812 2,052

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

 平成25年６月26日現在 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社長  山下　正弘 昭和22年１月１日生

昭和44年４月杏林薬品㈱入社

平成７年４月 杏林製薬㈱営業本部営業企画部長

平成10年４月同社戦略開発室部長

平成12年６月㈱ビストナー取締役

平成15年２月同社代表取締役社長

平成16年４月杏林製薬㈱執行役員　営業本部長

平成16年６月同社取締役

平成17年６月同社常務執行役員

平成18年１月当社取締役

平成19年６月杏林製薬㈱取締役専務執行役員

営業本部長

平成20年６月同社取締役副社長執行役員　社長補佐

営業本部長

平成20年６月

 

平成21年４月

 

平成21年６月

平成21年６月

当社副社長執行役員　社長補佐・営業

担当

杏林製薬㈱取締役副社長執行役員

社長補佐　製品戦略統括室担当　

当社代表取締役社長(現任)

杏林製薬㈱取締役(現任)　製品戦略統括

室担当 
平成22年４月

平成23年６月

同社ヘルスケア事業部担当(現任)

同社営業本部担当(現任)　

(注)６ 23

取締役  宮下　三朝 昭和26年１月３日生

昭和49年４月杏林製薬㈱入社

平成13年４月同社品質保証部長

平成16年４月同社信頼性保証室副室長

平成17年４月同社執行役員

平成17年６月東洋ファルマー㈱（現キョーリンリメ

ディオ㈱）取締役

平成20年４月杏林製薬㈱生産本部長(現任)

平成20年６月同社取締役

平成20年６月当社取締役執行役員　生産担当

平成21年６月当社知的財産部担当

平成22年６月

平成23年６月

平成23年６月　

当社グループ知的財産統轄部担当

当社常務取締役

杏林製薬㈱常務取締役　

平成24年６月

平成24年６月　

平成24年６月　

同社代表取締役社長(現任)　

当社取締役(現任)

キョーリン製薬グループ工場㈱代表取締

役社長　

平成24年10月同社取締役（現任）　　

(注)６ 13
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

専務取締役

(グループ経理財

務統轄部担当)

グループ経

営企画統轄

部長

穂川　稔 昭和28年９月４日生

昭和51年12月杏林薬品㈱入社

平成12年４月杏林製薬㈱企画室長

平成16年４月同社執行役員　経営企画部長兼経理担当

平成17年４月同社経営戦略室長兼育薬推進担当

平成17年６月同社取締役常務執行役員　経営戦略室長　

兼経理担当

平成18年１月当社取締役

平成18年３月当社経営企画・経理担当

平成18年10月当社取締役　経営戦略室長兼経営企画

部長

平成19年６月当社常務執行役員

平成20年６月杏林製薬㈱経理部担当(現任)

平成20年６月当社経理担当

平成21年６月当社経理部担当

平成22年６月当社常務取締役　グループ経営企画統轄

部長・グループ経理財務統轄部担当(現

任)

平成22年６月杏林製薬㈱常務取締役　経営企画部担当

(現任)

平成24年６月当社専務取締役(現任)　

平成24年６月杏林製薬㈱専務取締役　事業開発統括室

担当(現任)　

(注)６ 11

常務取締役

(グループ法務統

轄部担当・グ

ループコンプラ

イアンス統轄部

担当)

グループ総

務人事統轄

部長

松本　臣春 昭和28年８月13日生

昭和51年４月杏林薬品㈱入社

平成13年４月杏林製薬㈱野木工場長

平成17年４月同社執行役員　総務人事部長

平成18年３月当社執行役員　総務人事部長

平成19年６月杏林製薬㈱取締役執行役員　総務人事部

長

平成20年６月同社情報システム部担当(現任)

平成20年６月当社取締役　情報システム・㈱杏文堂(現

キョーリンメディカルサプライ㈱）担当

平成21年４月当社総務部長　人事担当

平成21年４月杏林製薬㈱総務部長　人事部担当

平成21年６月当社人事部・法務部担当

平成22年６月当社グループ総務人事統轄部長・グルー

プ法務統轄部担当(現任)

平成22年６月

平成23年６月　

杏林製薬㈱総務部担当(現任)

同社人事部担当(現任)　

平成24年６月

平成24年６月　

当社常務取締役(現任)

杏林製薬㈱常務取締役(現任)

平成25年４月

　

当社グループコンプライアンス統轄部担

当（現任）　

平成25年６月杏林製薬㈱法務担当(現任)

(注)６ 11

取締役

(コーポレートコ

ミュニケーショ

ン統轄部・グ

ループ情報シス

テム統轄部担当)

社長室長 荻原　豊 昭和42年７月14日生

平成２年４月 杏林製薬㈱入社

平成17年４月同社営業本部医薬企画グループ課長

平成23年４月当社経営企画統轄部課長

平成23年６月

平成23年６月

　

　　

当社社長室長(現任)

当社取締役　コーポレートコミュニケー

ション統轄部・グループ情報システム統

轄部担当(現任)

(注)６ 1,859
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

(グループ知的財

産統轄部担当)

 小室　正勝 昭和26年８月23日生

昭和52年４月杏林製薬㈱入社

平成17年４月同社研究センター所長

平成19年４月同社執行役員　研究センター所長

平成21年４月

平成21年６月

 
平成22年４月

 
平成22年６月

平成24年６月

 
平成24年６月

 

同社医薬開発センター長兼開発研究所長

同社取締役執行役員　医薬開発センター

長兼開発研究所長

同社研究開発本部長（現任）兼医薬開発

センター長

同社取締役

当社取締役　グループ知的財産統轄部担

当(現任)

杏林製薬㈱常務取締役（現任）　製品戦

略統括センター担当

平成25年６月同社知的財産部担当（現任）

(注)６ 9

取締役 　 金井　覚 昭和25年11月16日生

昭和50年４月杏林製薬㈱入社

平成16年４月同社生産本部長

平成16年６月同社執行役員生産本部長

平成20年４月㈱杏文堂(現キョーリンメディカルサプ

ライ㈱）代表取締役社長（現任）

平成20年５月当社執行役員

平成22年４月

平成25年６月

当社上席執行役員

当社取締役（現任）

(注)６ 5

取締役 　 荻原　茂 昭和31年12月29日生

昭和54年４月杏林製薬㈱入社

平成14年４月同社ヘルスケア部長

平成16年４月同社製品戦略部長

平成17年４月同社育薬推進部長

平成21年６月同社執行役員

平成23年４月キョーリンリメディオ㈱代表取締役社長

（現任）

平成23年６月当社執行役員

平成24年４月当社上席執行役員

平成25年６月当社取締役（現任）

(注)６ 5

取締役  尾崎　仙次 昭和23年１月２日生

昭和46年４月キリンビール㈱入社

昭和56年４月同社米国ロサンゼルス事務所長

平成７年５月 キリンビバレッジ㈱国際部長

平成14年４月

平成15年11月

 

キリン・トロピカーナ㈱社長

B-Rサーティワンアイスクリーム㈱執行

役員　マーケティング部長

平成19年３月

平成20年１月

同社取締役副社長

同社代表取締役社長

平成25年３月

平成25年６月

同社取締役会長（現任）

当社取締役（現任）

(注)

２，６
－

取締役  鹿内　徳行 昭和23年７月14日生

昭和49年４月　弁護士登録（第二東京弁護士会）　

昭和52年３月鹿内法律事務所（現京橋法律事務所）開

業（現任）

平成14年10月慶応義塾大学評議員（現任）

平成22年10月

平成24年４月

平成25年６月

同理事（現任）

学校法人桜美林学園監事（現任）

当社取締役（現任）

(注)

２，６
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  宮下　征佑 昭和18年10月８日生

昭和41年４月杏林薬品㈱入社

平成５年４月 杏林製薬㈱経理部長

平成10年６月同社取締役　経理部長

平成16年４月同社執行役員

平成16年６月同社常勤顧問

平成17年６月同社常任監査役(常勤)

平成18年１月当社監査役

平成18年３月当社常任監査役(常勤)

平成21年６月当社常勤監査役(現任)

平成21年６月杏林製薬㈱常勤監査役(現任)

(注)４ 13

常勤監査役  阿部　茂 昭和21年10月18日生

昭和44年４月杏林製薬㈱入社

平成９年10月同社能代工場長

平成10年６月同社野木工場長

平成13年４月同社監査室長

平成18年３月当社監査室長

平成21年６月杏林製薬㈱常勤監査役(現任)

平成22年６月当社常勤監査役(現任)

(注)４ 8

監査役  小幡　雅二 昭和22年６月４日生

昭和54年６月弁護士登録（東京弁護士会）

昭和58年５月小幡雅二法律事務所開業(現任)

平成16年６月杏林製薬㈱監査役(現任)

平成18年１月当社監査役(現任)

(注)

３,４
2　

監査役  本田　淳治 昭和19年１月２日生

平成６年６月 ㈱富士銀行取締役　福岡支店長

平成７年５月 ㈱岩田屋副社長

平成13年７月富士銀行生活協同組合理事長

平成14年４月みずほ信用保証㈱取締役副社長

平成16年12月みずほ総合研究所㈱監査役(常勤)

平成18年６月杏林製薬㈱監査役(現任)

平成18年６月当社監査役(現任)

(注)

３,４
2　

監査役  廣田　保之 昭和14年11月７日生

平成２年６月 ㈱富士銀行取締本店営業部第一部長

平成４年５月 同社代表取締役常務

平成７年２月 大成建設㈱顧問

平成７年６月 同社専務取締役　営業担当 

平成11年６月同社専務執行役員　営業担当

平成17年４月同社顧問

平成19年６月杏林製薬㈱監査役（現任）　

平成19年６月当社監査役(現任)

(注)

３,５
2

    計  1,966

(注)　１．当社は、執行役員制度を導入しております。

執行役員（取締役による兼務を除く）は、以下の４名であります。

上席執行役員　石崎　孝義　（グループ知的財産統轄部長）

上席執行役員　伊藤　洋　　（グループ経理財務統轄部長）

執行役員　　　舛井　正範　（ドクタープログラム㈱代表取締役社長）

執行役員　　　吉田　与志也（キョーリン製薬グループ工場㈱代表取締役社長）

２．取締役尾崎　仙次及び鹿内　徳行は、社外取締役であります。

３．監査役小幡　雅二、本田　淳治及び廣田　保之は、社外監査役であります。

４．平成22年6月24日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時まで。

５．平成23年6月24日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時まで。

６．平成25年6月25日開催の定時株主総会における選任後、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時まで。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は「継続的な株主価値の向上」を経営の最重要事項といたしております。その実現のためには社会から信

頼を得られる経営の環境整備が必要であり、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な課題と位置付け、意思決

定の迅速化、経営の妥当性の監督機能強化、企業倫理に根ざした企業活動、企業活動の透明性の確保などに取り組

んでおります。株主ならびに投資家の皆様に対しましては経営の透明性、フェア・ディスクロージャーの観点か

ら、適切かつ迅速な情報開示を実施するよう努めております。ホームページにおいても株主・投資家情報を設け

て、決算データ・決算説明会資料・有価証券報告書・ニュースリリースなどの掲載により、当社の発信情報が、い

つでも、だれにでもご覧いただける体制を整えております。今後もさらに積極的な情報開示を進め、ス テークホ

ルダーの皆様との充分なコミュニケーションを図ってまいる所存です。

当社は監査役設置会社であり、監査役会は、監査・監督機能を十分に発揮して、取締役会の意思決定にかかる透

明性の確保に努めるとともに、各監査役は期初に監査役会が策定しました監査方針及び監査計画に従い監査を

行っております。また取締役会や経営会議など重要会議への出席、重要な決裁書類の資料の閲覧、各部・事業所・

グループ会社の調査など多面的な監査を行っております。

また、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を自覚しキョーリン製薬グループ各社にコンプライアンス推進・リスク管

理担当者を置くとともに「コンプライアンス委員会」と「リスク管理委員会」がグループ全体のコンプライア

ンス及びリスク管理の対応を統括・推進する体制を構築しており、グループ会社ごとのガイドラインを策定した

上でグループ全体の相談・通報体制を整えております。なお関係会社の管理にあたっては「関係会社管理規程」

を制定し、その経営等は自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案件についての事前協議を行う指

導体制とし、また社内監査部門は「内部監査規程」に基づき関係会社の監査を実施し、監査結果に応じて統括部

署が指示、勧告または適切な指導を行っております。

 

２．会社機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

１）会社機関の内容

当社は経営の意思決定及び業務遂行の監督機能を担う取締役（期末日現在６名、提出日現在１０名）と業務

執行機能を担う執行役員（期末日現在５名、提出日現在４名）の役割を明確に区分するために執行役員制度を

導入いたしております。取締役会は月１回の開催を原則とし、業務執行に関する重要事項の決定、取締役の職務

の執行を監督する場として、充分な議論と時宜を得た意思決定を図っております。業務執行に関しましては社

長及び取締役からなる経営会議を設置し、当社及びグループ会社の業務執行に関する重要事項を協議いたして

おります。さらに平成２５年６月開催の定時株主総会において、新たに２名の社外取締役を選任し、その独自性

及び豊富な経験、高度な専門性を活かして経営の透明性と監督機能の強化を図ってまいります。

また、当社は監査役制度を採用しております。監査役会は常勤監査役２名、非常勤監査役（社外）３名の 計

５名（期末日から提出日までに人数の変更はありません）で構成し、監査・監督機能の発揮による透明性の高

い意思決定のできる仕組みを整備しております。

２）内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

内部統制システムにつきましては以下の通り基本方針に沿って体制を構築しております。

基本方針：「キョーリンは、生命を慈しむ心を貫き、人々の健康に貢献する社会的使命を遂行します」という

企業理念の下、国の内外を問わず、人権を尊重するとともにすべての法令、行動規範及びその精神を遵守し、高

い倫理観を持って行動します。

①担当役員を委員長とし、社内監査室長も委員として参加する「コンプライアンス委員会」を設置していま

す。役職員には、コンプライアンス研修等により徹底指導し、社内違反行為については、企業倫理ホットライン

を設置しています。また、財務報告の適正を確保するために社内規程を制定し、当社グループの財務報告に係る

内部統制の有効性と信頼性を確保できる体制を構築しています。

②担当役員を委員長とし、グループ総務人事統轄部を統括部署とした「リスク管理委員会」を設置し、リスク

の軽減・未然防止体制の構築及び運用を行います。コンプライアンス、環境、災害等に係るリスクについては

「リスク管理規程」及び「企業倫理コンプライアンス規程」を制定し、速やかに対応する体制をとります。有

事においては社長を本部長とした「有事対策本部」を設置し、危機管理にあたります。

③取締役の意思決定、その他職務の執行及び取締役に対する報告に関する情報については、「文書管理規程」、

その他の社内規程に基づき適切に作成、保存、管理します。

④監査役の監査が実効的に行われることを確保するため、会計監査人は会計監査内容について監査役に説明

し、情報交換を行うとともに、社内監査部門と連携して適切な意思疎通と効果的な監査業務の遂行を図ります。
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⑤キョーリン製薬グループ各社に「コンプライアンス委員会」と「リスク管理委員会」を置くとともに　　　

「グループコンプライアンス委員会」と「グループリスク管理委員会」がグループ全体のコンプライアンス

及びリスク管理の対応を統括・推進します。また、グループ全体の相談・通報体制を構築しています。

なお、関係会社の管理にあたっては「関係会社管理規程」を制定し、その経営面では自主性を尊重しつつ、事

業内容の定期的報告と重要案件についての事前協議を行う指導体制を構築しています。

社内監査部門は「内部監査規程」に基づき関係会社の監査を実施し、監査結果に応じて統括部署が指示、勧

告または適切な指導を行っています。また、「財務報告に係る内部統制の評価及び報告に関する規程」に基づ

き、財務報告に係る内部統制の評価と報告を行い、経営者が信頼性のある内部統制報告書を作成できる体制を

構築しています。

⑥反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は企業理念を踏まえ、企業倫理、コンプライアンスの遵守に向けて「キョーリン製薬グループ企業行動

憲章」を制定し、その中で「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対し毅然として対

決する」ことを明文化しております。

当社は、反社会的勢力・団体との関係を排除するとともに断固として対決します。社内体制としては、担当役

員を統括責任者とするグループコンプライアンス委員会を設置して企業倫理及びコンプライアンス体制を総

括管理しています。コンプライアンス担当部署はグループ総務人事統轄部とし、関係各部と連携して社内教育

等を通して企業倫理及びコンプライアンスの浸透・強化を図っております。

反社会的勢力による不当要求に備えた平素からの対応状況としては、反社会的勢力・団体との接触があった

場合に備えて本社、全支店に「不当要求防止責任者」を設置しており、所管警察署、「特防」、顧問弁護士等と

連絡を密にして反社会的勢力・団体に関する最新の動向・情報を収集すると同時に緊急時の指導・相談、援助

の体制を構築しています。また、各社員の初期対応に備えるため「クレーム・トラブルの初期段階での対

応（電話時・来社時）」マニュアルを作成し、適切に対処できる体制を整備しております。

３）監査体制について

①内部監査の状況

内部監査につきましては通常の業務部門とは独立した社長直轄の監査室（６名）が年度ごとに作成する

「監査計画」に基づき、当社及びグループ会社の経営活動における法令順守状況と内部統制の有効性・効率性

について定期的に検討・評価しております。内部監査の過程で確認された問題点、改善点等は直接社長へ報告

するとともに改善のための提言を行っております。

また、財務報告に係る内部統制の評価部署として、予め定めた評価範囲を対象にその統制の整備状況・運用

状況の有効性を評価し、社長へ報告を行っております。

②監査役監査の状況

各監査役は期初に監査役会が策定した監査方針及び監査計画に従い監査を行っております。また取締役会や

経営会議など重要会議への出席、重要な決裁書類・資料の閲覧、各部・事業所・グループ会社の調査など多面

的な監査を行っております。

役職員が法令・定款に違反する行為などを知った場合は、直ちに監査役に通報する体制をとっており、役職

員との緊密な連携と監査に対する理解を深めることにより、監査役監査の効率化への環境整備に努めておりま

す。また、必要に応じて監査役の業務補助のため監査役スタッフを置くこととし、その人事は取締役と監査役が

調整し独立性に配慮することとしております。

なお、常勤監査役　宮下征佑は杏林製薬㈱の取締役経理部長を経験しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。

③社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。　

社外取締役　尾崎仙次については、Ｂ－Ｒサーティワンアイスクリーム㈱の取締役会長として経営について

の豊富な経験を有していることから適任であると、総合的に判断いたしました。また、社外取締役としての業務

を遂行する上で当社の一般株主と利益相反が生じるおそれのある事由はなく、独立性が高いものと認識してお

ります。なお、同氏が取締役会長であるＢ－Ｒサーティワンアイスクリーム㈱と当社との間には、購入、販売等

の取引関係はありません。

社外取締役　鹿内徳行については、弁護士として企業法務にも精通し、慶應義塾大学理事等の要職を務める

等、その高度な専門性と豊富な経験から適任であると、総合的に判断いたしました。また、社外取締役としての

業務を遂行する上で、当社の一般株主と利益相反が生じるおそれのある事由はなく、独立性が高いものと認識

しております。

社外監査役３名については何れも経営陣や特定の利害関係者の利害に偏ることの無い中立的立場で企業法

務、財務・会計等に関する相当程度の知見を有しており、専門的見地と広い見識・経験をいかした監査機能の

充実、強化が図られております。

なお、社外監査役　小幡雅二は弁護士として企業法務に精通しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。

当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたもの

EDINET提出書類

キョーリン製薬ホールディングス株式会社(E00985)

有価証券報告書

34/88



はありませんが、選任にあたっては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣からの独立した立場で社外役

員としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを前提に判断しております。

　

④会計監査の状況

当社は、会社法及び金融商品取引法の規定に基づき、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

会計監査人である新日本有限責任監査法人とは、決算期における会計監査のほか、適宜アドバイスをいただ

いております。

なお、監査業務を執行した公認会計士等は次のとおりであります。

（公認会計士の氏名等）

指定有限責任社員　業務執行社員　網本　重之

指定有限責任社員　業務執行社員　加藤　秀満

監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士12名、会計士補等10名であります。

監査役会は監査室及び会計監査人と定期的かつ綿密な情報・意見交換を行うことにより、監査体制の充実を

図っております。

４）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

該当事項はありません。
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当社のガバナンスの基本構造と経営執行組織

５）役員報酬等

①役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の
総額（百万円）

対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

取締役

（社外取締役を除く。）
170 170 6

監査役

（社外監査役を除く。）
30 30 2

社外役員 16 16 3

（注）上記の取締役の人数には、平成24年6月22日開催の第54回定時株主総会終結の時をもって就任した取締

役1名、退任した取締役１名が含まれております。

②使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

③役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

６）取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨、定款に定めております。

７）取締役及び監査役の選任の決議要件

当社は、取締役及び監査役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めております。

８）取締役会にて決議できる株主総会決議事項

①自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる

旨、定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市

場取引等により自己株式を取得することを目的とするものであります。

②剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令の別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず、取締役会の決議によって定める旨、定款に定めております。これは、機動的な資

本政策を行うことを目的とするものであります。
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９）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めております。これは、株主総会

における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであり

ます。

10）株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有

会社）である杏林製薬㈱については以下のとおりです。

 

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

27銘柄　　　　　　　　　10,908百万円
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ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保

有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

小野薬品工業㈱ 362,400　 1,670　
取引・業務提携関係の維持

・発展

科研製薬㈱ 985,000　 1,027　
取引・業務提携関係の維持

・発展

㈱日清製粉グループ本社 907,500　 908　
取引・業務提携関係の維持

・発展

㈱アインファーマシーズ 200,000　 889　 取引関係の維持・発展

キッセイ薬品工業㈱ 454,000　 735　
取引・業務提携関係の維持

・発展

アルフレッサ　ホールディ

ングス㈱
154,889 609取引関係の維持・発展

東邦ホールディングス㈱ 374,980　 551　 取引関係の維持・発展

㈱メディパルホールディン

グス
431,280　 462　 取引関係の維持・発展

㈱バイタルケーエスケー・

ホールディングス　
603,200 425取引関係の維持・発展

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
1,143,560 154

財務面での長期的な取引関

係維持

㈱スズケン 53,392　 136　 取引関係の維持・発展

㈱ほくやく・竹山ホール

ディングス
123,800　 74　 取引関係の維持・発展

㈱イナリサーチ 530　 21　 取引関係の維持・発展

常盤薬品㈱ 32,000　 12　 取引関係の維持・発展

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
600　 1　

財務面での長期的な取引関

係維持

イワキ㈱ 7,027 1 取引関係の維持・発展

㈱りそなホールディングス 600　 　0
財務面での長期的な取引関

係維持
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当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

科研製薬㈱ 1,294,000　 2,230　
取引・業務提携関係の維持

・発展

小野薬品工業㈱ 362,400　 2,076　
取引・業務提携関係の維持

・発展

㈱日清製粉グループ本社 907,500　 1,160　
取引・業務提携関係の維持

・発展

㈱アインファーマシーズ 200,000　 1,012　 取引関係の維持・発展

キッセイ薬品工業㈱ 454,000　 898　
取引・業務提携関係の維持

・発展

東邦ホールディングス㈱ 374,980　 815　 取引関係の維持・発展

アルフレッサ　ホールディ

ングス㈱
159,593　 812　 取引関係の維持・発展

㈱メディパルホールディン

グス
431,280　 574　 取引関係の維持・発展

㈱バイタルケーエスケー・

ホールディングス
603,200 525取引関係の維持・発展

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
1,143,560 227

財務面での長期的な取引関

係維持

㈱スズケン 53,392 186取引関係の維持・発展

㈱ほくやく・竹山ホール

ディングス
123,800　 81　 取引関係の維持・発展

㈱イナリサーチ 53,000　 50　 取引関係の維持・発展

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
600　 2　

財務面での長期的な取引関

係維持

イワキ㈱ 7,027 1 取引関係の維持・発展

㈱りそなホールディングス 600　 0　
財務面での長期的な取引関

係維持

なお、提出会社の株式の保有状況については以下のとおりです。

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

該当事項はありません。

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

該当事項はありません。

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の

合計額並びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

 

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 55 55 0 － （注）

上記以外の株式 － － － － －

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価損益

の合計額」は記載しておりません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 19 － 20 －

連結子会社 27 － 27 2

計 46 － 47 2

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年４月１日　

至　平成25年3月31日）

当社の海外連結子会社であるActivXは、当社の会計監査人と同一のネットワークに属しているErnst ＆ Young

LLPに対して、監査証明業務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬を支払っています。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

当社の子会社でありますキョーリン製薬グループ工場㈱は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の

業務以外の業務（非監査業務）である財務調査についての対価を支払っております。　

④【監査報酬の決定方針】

会社の規模・特性、監査日数等を勘案した上で、監査法人と協議の上、監査報酬を決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について新日本

有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、公益財団法人財務会計基準機構等の行う研修への参加をしております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 21,615

※2
 21,370

受取手形及び売掛金 ※4
 45,067

※4
 46,555

有価証券 7,372 11,667

商品及び製品 11,016 11,405

仕掛品 632 837

原材料及び貯蔵品 9,089 7,694

繰延税金資産 2,340 2,773

その他 2,774 6,013

貸倒引当金 △58 △53

流動資産合計 99,850 108,265

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 28,222 30,306

減価償却累計額 ※3
 △18,888

※3
 △19,790

建物及び構築物（純額） 9,333 10,515

機械装置及び運搬具 15,827 16,668

減価償却累計額 ※3
 △13,331

※3
 △13,897

機械装置及び運搬具（純額） 2,495 2,770

土地 1,619 2,466

リース資産 149 332

減価償却累計額 △65 △78

リース資産（純額） 83 253

建設仮勘定 39 1,071

その他 6,690 7,071

減価償却累計額 ※3
 △5,719

※3
 △5,940

その他（純額） 971 1,131

有形固定資産合計 ※2
 14,544 18,209

無形固定資産

のれん 192 64

商標権 11 7

その他 642 844

無形固定資産合計 846 916

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 26,040

※1
 24,552

長期貸付金 24 19

繰延税金資産 3,144 1,438

その他 1,642 1,690

貸倒引当金 △421 △123

投資その他の資産合計 30,431 27,577

固定資産合計 45,822 46,702

資産合計 145,673 154,968
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 9,043

※4
 8,556

短期借入金 3,159 1,523

リース債務 39 81

未払法人税等 2,111 3,356

賞与引当金 3,110 3,327

返品調整引当金 52 43

ポイント引当金 65 45

その他 5,802 5,962

流動負債合計 23,385 22,897

固定負債

長期借入金 316 251

リース債務 45 184

退職給付引当金 2,949 1,938

役員退職慰労引当金 32 33

その他 743 562

固定負債合計 4,086 2,970

負債合計 27,471 25,868

純資産の部

株主資本

資本金 700 700

資本剰余金 4,752 4,752

利益剰余金 112,797 121,856

自己株式 △318 △323

株主資本合計 117,931 126,985

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 537 2,293

為替換算調整勘定 △267 △180

その他の包括利益累計額合計 269 2,113

純資産合計 118,201 129,099

負債純資産合計 145,673 154,968
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 103,232 107,031

売上原価 36,926 40,133

売上総利益 66,306 66,897

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 51,842

※1, ※2
 48,949

営業利益 14,464 17,948

営業外収益

受取利息 176 104

受取配当金 164 204

受取賃貸料 269 268

持分法による投資利益 26 39

その他 243 174

営業外収益合計 879 790

営業外費用

支払利息 48 38

投資事業組合損失 17 17

その他 1 6

営業外費用合計 67 62

経常利益 15,275 18,676

特別利益

固定資産売却益 ※3
 21

※3
 0

投資有価証券売却益 1 25

特別利益合計 22 25

特別損失

固定資産除売却損 ※4
 27

※4
 98

投資有価証券評価損 7 －

投資有価証券売却損 0 －

ゴルフ会員権評価損 0 －

特別損失合計 34 98

税金等調整前当期純利益 15,262 18,603

法人税、住民税及び事業税 5,179 5,869

法人税等調整額 851 312

法人税等合計 6,031 6,181

少数株主損益調整前当期純利益 9,231 12,422

当期純利益 9,231 12,422
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 9,231 12,422

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 672 1,738

為替換算調整勘定 △34 87

持分法適用会社に対する持分相当額 2 18

その他の包括利益合計 ※1
 640

※1
 1,843

包括利益 9,871 14,265

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 9,871 14,265

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 700 700

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 700 700

資本剰余金

当期首残高 4,752 4,752

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,752 4,752

利益剰余金

当期首残高 106,928 112,797

当期変動額

剰余金の配当 △3,362 △3,362

当期純利益 9,231 12,422

当期変動額合計 5,868 9,059

当期末残高 112,797 121,856

自己株式

当期首残高 △304 △318

当期変動額

自己株式の取得 △13 △4

当期変動額合計 △13 △4

当期末残高 △318 △323

株主資本合計

当期首残高 112,076 117,931

当期変動額

剰余金の配当 △3,362 △3,362

当期純利益 9,231 12,422

自己株式の取得 △13 △4

当期変動額合計 5,854 9,054

当期末残高 117,931 126,985
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △137 537

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

674 1,756

当期変動額合計 674 1,756

当期末残高 537 2,293

為替換算調整勘定

当期首残高 △232 △267

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△34 87

当期変動額合計 △34 87

当期末残高 △267 △180

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △370 269

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

640 1,843

当期変動額合計 640 1,843

当期末残高 269 2,113

純資産合計

当期首残高 111,706 118,201

当期変動額

剰余金の配当 △3,362 △3,362

当期純利益 9,231 12,422

自己株式の取得 △13 △4

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 640 1,843

当期変動額合計 6,494 10,898

当期末残高 118,201 129,099
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 15,262 18,603

減価償却費 2,363 2,738

のれん償却額 147 128

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 △302

賞与引当金の増減額（△は減少） △110 211

退職給付引当金の増減額（△は減少） △816 △1,010

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8 1

持分法による投資損益（△は益） △26 △39

受取利息及び受取配当金 △340 △308

支払利息 48 38

固定資産除売却損益（△は益） 5 98

投資有価証券売却損益（△は益） △1 △25

投資有価証券評価損益（△は益） 7 －

売上債権の増減額（△は増加） △2,474 △1,480

たな卸資産の増減額（△は増加） △374 800

仕入債務の増減額（△は減少） △1,809 △486

未払消費税等の増減額（△は減少） △238 △144

その他 3,451 △2,956

小計 15,098 15,865

利息及び配当金の受取額 369 323

利息の支払額 △48 △21

法人税等の支払額 △6,505 △4,623

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,913 11,544

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △822 △1,328

定期預金の払戻による収入 1,057 1,139

有価証券の取得による支出 △799 △5,995

有価証券の売却及び償還による収入 － 2,402

有形固定資産の取得による支出 △1,686 △5,972

有形固定資産の売却による収入 25 0

無形固定資産の取得による支出 △357 △344

投資有価証券の取得による支出 △7,427 △3,501

投資有価証券の売却及び償還による収入 5,121 6,853

その他 △36 △441

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,926 △7,187
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,840 △1,675

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △43 △70

長期借入れによる収入 200 360

長期借入金の返済による支出 △328 △386

社債の償還による支出 △30 －

自己株式の純増減額（△は増加） △12 △2

配当金の支払額 △3,357 △3,357

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,412 △5,132

現金及び現金同等物に係る換算差額 △29 108

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,454 △667

現金及び現金同等物の期首残高 26,665 23,210

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 23,210

※1
 22,543
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社数………８社

会社名：杏林製薬㈱

　　　　キョーリンメディカルサプライ㈱

　　　　Kyorin USA,Inc.

　　　　Kyorin Europe GmbH

　　　　ActivX Biosciences,Inc.

　　　　キョーリンリメディオ㈱

　　　　ドクタープログラム㈱

　　　　キョーリン製薬グループ工場㈱

上記のうち、キョーリン製薬グループ工場㈱については、当連結会計年度において新たに設立したため、連

結の範囲に含めております。

 

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数……１社

会社名：日本理化学薬品㈱

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、Kyorin USA,Inc.、Kyorin Europe GmbH、ActivX Biosciences,Inc.の決算日は12月31日で

あります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

イ　その他有価証券で時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

ロ　その他有価証券で時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

イ　商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品の一部（見本品）

主に総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ロ　貯蔵品

最終仕入原価法

(2）重要な減価償却資産の減価償却方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　４～17年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）による定額法を採用しており

ます。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものにつ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

④ 役員退職慰労引当金

一部の子会社では、役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額

の総額を引当てております。

⑤ 返品調整引当金

当連結会計年度中の売上の販売製商品が当連結会計年度末日後に返品されることによって生ずる損失に備

えるため、当連結会計年度末の売上債権を基礎として返品見込額の売買利益相当額を計上しております。

⑥ ポイント引当金

顧客に付与されたポイントの利用による売上値引に備えるため、ポイントの利用実績率に基づき将来利用

されると見込まれる額を計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(5）のれんの償却方法及び償却期間

発生原因に応じ20年以内で均等償却することとしております。

ただし、金額的に重要性がない場合は、発生時の損益として処理しております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これによる当

連結会計年度の損益への影響は軽微であります。　
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（連結貸借対照表関係）

※１　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

投資有価証券 505百万円 552百万円

　

※２　担保資産及び担保付債務

　（１）取引保証金

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

現金及び預金　 10百万円 10百万円

　

　（２）工場財団抵当権の担保

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

建物及び構築物　 1,668百万円 －百万円

その他              692　               －

計            2,360               －

　

　

※３　減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

　

※４　連結会計年度末日満期手形

  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結

会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれ

ております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

受取手形 78百万円 118百万円

支払手形              126             126

　

５　保証債務

　債務保証

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

従業員の金融機関借入　 4百万円 従業員の金融機関借入　 2百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

給料及び諸手当　 10,504百万円 10,715百万円

賞与引当金繰入額　           2,147           2,230

退職給付費用　           1,249           1,138

研究開発費　          13,964          11,059

広告宣伝費　           3,268           3,620

販売促進費　           4,112           3,564

　

※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

13,964百万円 11,059百万円

なお、製造費用に含まれる研究開発費はありません。　

　

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

機械装置及び車両運搬具 0百万円 機械装置及び車両運搬具 0百万円

土地　  21 その他　     0

計  21 計     0

　

※４　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建物及び構築物　 9百万円 建物及び構築物　 13百万円

機械装置及び運搬具　     1 機械装置及び運搬具　  66

その他　    16 その他　  18

計    27 計  98
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（連結包括利益計算書関係）

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 1,066百万円 2,724百万円

組替調整額 0 △25

税効果調整前 1,066 2,698

税効果額 △393 △960

その他有価証券評価差額金 672 1,738

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △34 87

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 2 18

その他の包括利益合計 640 1,843
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式　　　　　 74,947     － － 74,947

合計 74,947 － － 74,947

自己株式     

普通株式　　　　　（注） 219 9 － 228

合計 219 9 － 228

 （注）自己株式の増加数は、単元未満株の買取請求等による増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

　１株当たり
　配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月25日

取締役会
普通株式 2,615 35.0平成23年３月31日平成23年６月10日

平成23年11月８日

取締役会
普通株式 747 10.0平成23年９月30日平成23年12月２日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月25日

取締役会
普通株式 2,615利益剰余金 35.0平成24年３月31日平成24年６月８日
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式　　　　　 74,947     － － 74,947

合計 74,947 － － 74,947

自己株式     

普通株式　　　　　（注） 228 2 － 231

合計 228 2 － 231

 （注）自己株式の増加数は、単元未満株の買取請求等による増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

　１株当たり
　配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月25日

取締役会
普通株式 2,615 35.0平成24年３月31日平成24年６月８日

平成24年11月７日

取締役会
普通株式 747 10.0平成24年９月30日平成24年12月５日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月27日

取締役会
普通株式 2,988利益剰余金 40.0平成25年３月31日平成25年６月11日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 21,615百万円 21,370百万円

有価証券勘定 2,662 2,462 

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,067 △1,289 

現金及び現金同等物 23,210 22,543 
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引
①  リース資産の内容
有形固定資産
主として、医薬品事業における医療機器、システム機器（機械装置及び運搬具）であります。
②  リース資産の減価償却の方法
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項  （2）重要な減価償却資産
の減価償却方法」に記載のとおりであります。
　
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。
　
(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 （単位：百万円）
　 前連結会計年度（平成24年３月31日）
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額　 期末残高相当額
機械装置及び運搬具 1,065 985 232 80
その他 74 69 － 4
合計 1,140 1,055 232 85
　

 （単位：百万円）
　 当連結会計年度（平成25年３月31日）
 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額　 期末残高相当額
機械装置及び運搬具 － － － －
その他 － － － －
合計 － － － －
  （注）  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。
　
(2）未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定の残高

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）
未経過リース料期末残高相当額 　 　
１年内 154 －
１年超 163 －
合計 317 －

リース資産減損勘定の残高　 232 －
  （注）  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。
　
(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減価償却費相当額

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

支払リース料 213 317
リース資産減損勘定の取崩額 111 232
減価償却費相当額 213 317
　
(4）減価償却費相当額の算定方法
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
　
２．オペレーティング・リース取引（借主側）
  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）
１年内 505 77
１年超 413 384
合計 918 461
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、資金運用については安全性及び流動性を重視し、主に安全性の高い預金及び債券を

中心として行っております。資金調達については、銀行借り入れによっております。また、デリバティブ

取引は行っておりません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客である取引先の信用リスクに晒されております。当該リ

スクについては、社内規定に従い、主要な取引先の与信管理を定期的に行い、取引相手ごとに期日及び残

高を管理することにより、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。な

お、外貨建ての営業債権については、主に外貨預金で管理し同一通貨の債務の決済を行う等により、為替

変動リスクの軽減に努めています。

有価証券及び投資有価証券は、主に安全性の高い債券、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場

価格の変動リスク及び投資先企業の信用リスクに晒されております。当該リスクについては、定期的に

これらの時価や発行体の財務状況等を把握し、リスク軽減に努めています。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。また、一部、外

貨建て債務があります。

短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資及び事業の拡張に必要

な資金の調達であります。

営業債務、借入金は流動性のリスクに晒されておりますが、当該リスクについては、資金繰計画を作成

し定期的に更新することにより管理しています。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません。詳細につきましては、「（注）２．」をご参照

ください。

 

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 21,615 21,615 －

(2）受取手形及び売掛金 45,067 45,067 －

(3）有価証券及び投資

有価証券
32,395 32,395 －

資産計 99,079 99,079 －

(1）支払手形及び買掛金 9,043 9,043 －

負債計 9,043 9,043 －

EDINET提出書類

キョーリン製薬ホールディングス株式会社(E00985)

有価証券報告書

58/88



当連結会計年度（平成25年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 21,370 21,370 －

(2）受取手形及び売掛金 46,555 46,555 －

(3）有価証券及び投資

有価証券
35,233 35,233 －

資産計 103,159 103,159 －

(1）支払手形及び買掛金 8,556 8,556 －

負債計 8,556 8,556 －

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

（3）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融

機関等から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項に

ついては、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

負　債

（1）支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

非上場株式等 1,017 986

 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表「（3）

有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 
１年以内
  (百万円） 

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 21,615 － － －

受取手形及び売掛金 45,067 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの
    

(1）国債・地方債等 4,600 9,000 4,000 －

(2）債券 2,700 1,900 1,000 500

(3）その他 － － 1,000 200

合計 73,983 10,900 6,000 700
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当連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
  (百万円） 

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 21,370 － － －

受取手形及び売掛金 46,555 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの
    

(1）国債・地方債等 10,000 6,000 4,000 －

(2）債券 1,600 300 1,000 500

(3）その他 － － 1,000 200

合計 79,526 6,300 6,000 700
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
　　取得原価
　 （百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 6,027 4,623 1,404

(2）債券    

①　国債・地方債等 11,895 11,799  96

②　社債 4,794 4,733 60

③　その他 － － －

(3）その他 19 18 0

小計 22,736 21,175 1,561

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 1,692 2,062 △369

(2）債券    

①　国債・地方債等 5,768 5,799 △30

②　社債 1,254 1,300 △45

③　その他 914 1,200 △285

(3）その他 28 30 △2

小計 9,659 10,392 △733

合計 32,395 31,567 828

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額511百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表「その他有価証券」には含めておりません。

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
　　取得原価
　 （百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 9,767 6,144 3,622

(2）債券    

①　国債・地方債等 13,690 13,597  92

②　社債 2,414 2,338 75

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 25,871 22,081 3,790

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 935 1,042 △107

(2）債券    

①　国債・地方債等 6,378 6,400 △21

②　社債 993 1,000 △7

③　その他 1,054 1,200 △145

(3）その他 － － －

小計 9,361 9,642 △281

合計 35,233 31,724 3,509
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（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額433百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表「その他有価証券」には含めておりません。

　

　　　２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 1 0 0

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 300 0 －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 301 1 0

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 2,820 20 －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 50 4 －

合計 2,871 25 －
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年４月１

日　至　平成25年３月31日）

当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいても

該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は、主に確定給付型退職年金制度、確定拠出型制度及び前払退

職金制度を採用しており、一部の国内連結子会社は、退職一時金制度及び厚生年金基金制度を採用しておりま

す。

 

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円） △27,875 △30,577

(2）年金資産（百万円）
22,141

　

25,469

　
(3）未積立退職給付債務（(1)＋(2)）

（百万円）
△5,733 △5,108

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 2,862 3,219

(5）未認識過去勤務債務（債務の減少）(百万円）
△77

　

△49

　
(6）連結貸借対照表計上額純額（(3)＋(4)＋(5)）

（百万円）
△2,949 △1,938

(7）前払年金費用（百万円）
－

　

－

　

(8）退職給付引当金（(6)－(7)）（百万円）
△2,949

　

△1,938

　

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

退職給付費用   

(1）勤務費用（百万円） 922 898

(2）利息費用（百万円） 546 546

(3) 期待運用収益（百万円） △619 △659

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 509 413

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △28 △28

(6）確定拠出掛金・前払退職金等（百万円）
289

　

290

　

(7）計（百万円）
1,619

　

1,461
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(2）割引率（％） 2.0 1.3

(3）期待運用収益率（％） 3.0 3.0

(4）過去勤務債務の処理年数（年） 10 10

(5）数理計算上の差異の処理年数（年） 10 10

 

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年４月１

日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産 　　 　
退職給付引当金繰入限度超過額 1,091百万円　 729百万円
賞与引当金繰入限度超過額 1,162 　 1,242
貸倒引当金繰入限度超過額 158 　 54
未払事業税等 189 　 265
棚卸資産除却損等 205 　 259
投資有価証券評価損等 250 　 238
固定資産除却損 918 　 909
繰延資産償却超過額 944 　 673
資産調整勘定 222 　 －
繰越欠損金 342 　 590
その他 1,255 　 1,237
小計 6,741 　 6,201
評価性引当額 △909 　 △698
繰延税金資産計 5,832 　 5,503
繰延税金負債  　  
固定資産圧縮積立金 △48 　 △33
その他有価証券評価差額金 △290 　 △1,250
その他 △8 　 △7
繰延税金負債計 △347 　 △1,291
繰延税金資産の純額 5,484 　 4,212
　
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
　

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等

の負担率との間の差異

が法定実効税率の100

分の５以下であるため

注記を省略しておりま

す。

　 38.0％

（調整） 　  

交際費等永久に損金に算入されない項目 　  2.1

均等割 　  0.4

試験研究費税額控除 　  △4.5

評価性引当額 　  △1.5

内部利益控除　 　  △0.5

その他 　  △0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　  33.2
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品・サービスの類似性から区分される「医薬品事業」と「ヘルスケア事業」の２つを報告セグ

メントとしております。「医薬品事業」は、主に新医薬品、後発医薬品と一般用医薬品の製造、販売と仕入を

行っており、「ヘルスケア事業」は、主にスキンケア商品の販売と仕入を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の売上高は、第三者間取引価格に基づいております。

（減価償却方法の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当連結会計年度のセグメント損益の影響は軽微であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２

 医薬品事業
ヘルスケア
事業

合計

売上高      
外部顧客への売上高 100,654 2,577 103,232 － 103,232
セグメント間の内部売上高
又は振替高

65 1 66 △66 －

計 100,720 2,578 103,299 △66 103,232
セグメント利益 14,218 52 14,270 193 14,464
セグメント資産 134,354 968 135,32210,350145,673
その他の項目      
減価償却費 2,214 34 2,248 115 2,363
のれんの償却額 147 － 147 － 147
持分法適用会社への投資額 505 － 505 － 505
有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

1,868 15 1,884 163 2,048

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額193百万円は、主にセグメント間取引消去によるものです。

(2）セグメント資産の調整額10,350百万円は、当社の資産およびセグメント間債権・債務の相殺消去で

あります。

(3）減価償却費の調整額115百万円は、当社の固定資産の減価償却費であります。

(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額163百万円は、当社の有形固定資産及び無形固定資産

の増加額であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

（単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２

 医薬品事業
ヘルスケア
事業

合計

売上高      
外部顧客への売上高 105,162 1,869 107,031 － 107,031
セグメント間の内部売上高
又は振替高

39 0 40 △40 －

計 105,202 1,869 107,071 △40 107,031
セグメント利益又は損失（△） 17,963 △200 17,762 185 17,948
セグメント資産 138,700 752 139,45215,515154,968
その他の項目      
減価償却費 2,556 35 2,592 146 2,738
のれんの償却額 128 － 128 － 128
持分法適用会社への投資額 552 － 552 － 552
有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

5,553 23 5,557 1,081 6,638

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失の調整額185百万円は、セグメント間取引消去等によるものです。

(2）セグメント資産の調整額15,515百万円は、当社の資産およびセグメント間債権・債務の相殺消去で

あります。

(3）減価償却費の調整額146百万円は、当社の固定資産の減価償却費であります。

(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,081百万円は、当社の有形固定資産及び無形固定

資産の増加額であります。

２．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超

えるため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

アルフレッサ株式会社 18,405医薬品事業

株式会社スズケン 17,141医薬品事業

株式会社メディパルホールディングス 15,504医薬品事業

東邦薬品株式会社 13,795医薬品事業、ヘルスケア事業

 

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超

えるため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

アルフレッサ株式会社 19,437医薬品事業

株式会社スズケン 17,763医薬品事業

株式会社メディパルホールディングス 15,918医薬品事業

東邦薬品株式会社 14,483医薬品事業、ヘルスケア事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

 （単位：百万円）

 医薬品事業 ヘルスケア事業 全社・消去 合計

当期末残高 192 － － 192

（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

 （単位：百万円）

 医薬品事業 ヘルスケア事業 全社・消去 合計

当期末残高 64 － － 64

（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
　
　

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 1,581.94円 1,727.86円

１株当たり当期純利益金額 123.54円 166.25円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

 
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 9,231 12,422

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 9,231 12,422

期中平均株式数（株） 74,723,569 74,717,502

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

   　　　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,855 1,180 0.6 －

１年以内に返済予定の長期借入金 304 343 1.1 －

１年以内に返済予定のリース債務 39 81 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 316 251 0.7平成26年～28年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 45 184 － 平成26年～34年

　その他

　有利子負債
預り保証金（１年毎の更新） 100 117 0.1 －

合計 3,662 2,158 － －

　(注)１．平均利率の算定には期末の数値を使用しております。

      ２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連

結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

　　　３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の

とおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 158 92 － －

リース債務 51 45 26 12

【資産除去債務明細表】

　　　　　該当事項はありません。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 25,422 47,954 79,229 107,031

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
4,356 6,606 14,282 18,603

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
2,838 4,295 9,262 12,422

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
38.00 57.49 123.97 166.25

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
38.00 19.49 66.48 42.29
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,259 10,112

前払費用 66 79

未収還付法人税等 668 2,584

短期貸付金 － 2,000

繰延税金資産 133 138

その他 12 22

流動資産合計 9,140 14,938

固定資産

有形固定資産

建物 335 335

減価償却累計額 △178 △205

建物（純額） 157 129

構築物 2 3

減価償却累計額 △1 △1

構築物（純額） 1 2

工具、器具及び備品 165 180

減価償却累計額 △81 △123

工具、器具及び備品（純額） 83 56

建設仮勘定 3 683

有形固定資産合計 245 871

無形固定資産

ソフトウエア 137 441

その他 60 70

無形固定資産合計 198 512

投資その他の資産

投資有価証券 55 55

関係会社株式 79,744 82,059

繰延税金資産 160 125

その他 553 1,024

投資その他の資産合計 80,514 83,265

固定資産合計 80,958 84,649

資産合計 90,099 99,587
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

未払金 431 291

未払費用 26 25

未払法人税等 3 12

預り金 7 7

賞与引当金 118 130

流動負債合計 586 466

固定負債

長期未払金 8 7

固定負債合計 8 7

負債合計 594 474

純資産の部

株主資本

資本金 700 700

資本剰余金

資本準備金 39,185 39,185

その他資本剰余金 39,230 39,230

資本剰余金合計 78,415 78,415

利益剰余金

利益準備金 3 3

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 10,698 20,309

利益剰余金合計 10,702 20,313

自己株式 △313 △316

株主資本合計 89,504 99,112

純資産合計 89,504 99,112

負債純資産合計 90,099 99,587

EDINET提出書類

キョーリン製薬ホールディングス株式会社(E00985)

有価証券報告書

74/88



②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業収益 ※2
 6,139

※2
 15,654

営業費用 ※1,※2
 2,650

※1,※2
 2,476

営業利益 3,489 13,178

営業外収益

受取利息 0 9

受取賃貸料 27 24

その他 6 5

営業外収益合計 ※2
 33

※2
 38

経常利益 3,523 13,216

特別損失

固定資産除売却損 － ※3
 0

投資有価証券評価損 7 －

関係会社株式評価損 － 184

特別損失合計 7 185

税引前当期純利益 3,515 13,031

法人税、住民税及び事業税 3 27

法人税等調整額 97 29

法人税等合計 101 57

当期純利益 3,414 12,973
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 700 700

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 700 700

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 78,185 39,185

当期変動額

資本準備金の取崩 △39,000 －

当期変動額合計 △39,000 －

当期末残高 39,185 39,185

その他資本剰余金

当期首残高 230 39,230

当期変動額

資本準備金の取崩 39,000 －

当期変動額合計 39,000 －

当期末残高 39,230 39,230

資本剰余金合計

当期首残高 78,415 78,415

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 78,415 78,415

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 3 3

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3 3

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 10,647 10,698

当期変動額

剰余金の配当 △3,362 △3,362

当期純利益 3,414 12,973

当期変動額合計 51 9,611

当期末残高 10,698 20,309

利益剰余金合計

当期首残高 10,650 10,702

当期変動額

剰余金の配当 △3,362 △3,362

当期純利益 3,414 12,973
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当期変動額合計 51 9,611

当期末残高 10,702 20,313

自己株式

当期首残高 △301 △313

当期変動額

自己株式の取得 △12 △2

当期変動額合計 △12 △2

当期末残高 △313 △316

株主資本合計

当期首残高 89,465 89,504

当期変動額

剰余金の配当 △3,362 △3,362

当期純利益 3,414 12,973

自己株式の取得 △12 △2

当期変動額合計 39 9,608

当期末残高 89,504 99,112

純資産合計

当期首残高 89,465 89,504

当期変動額

剰余金の配当 △3,362 △3,362

当期純利益 3,414 12,973

自己株式の取得 △12 △2

当期変動額合計 39 9,608

当期末残高 89,504 99,112
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

（２）その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）による定額法を採用してお

ります。

３．引当金の計上基準

賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これによる当事業年度の損益への影響

は軽微であります。　
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（貸借対照表関係）

前事業年度（平成24年３月31日）及び当事業年度（平成25年３月31日）

該当事項はありません。

（損益計算書関係）

※１　　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

給料及び諸手当 570百万円                    591百万円

退職給付費用                  100                  107

賞与引当金繰入額                  118                  130

広告宣伝費                  378                  385

旅費交通費                   81                   82

役員報酬                  216                  216

減価償却費                  115                  146

地代家賃                  215                  214

手数料                  404                  128

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

営業収益 6,139百万円 　 15,654百万円

営業費用       639 　      648

営業外収益        27 　       33

※３　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

構築物 －百万円 　 0百万円

工具、器具及び備品        － 　        0

計        － 　        0

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式              （注） 214 8 － 222

合計 214 8 － 222

 (注)普通株式の増加数は、単元未満株の買取請求による増加であります。

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式              （注） 222 1 － 224

合計 222 1 － 224

 (注)普通株式の増加数は、単元未満株の買取請求による増加であります。
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（リース取引関係）

１．オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
（単位：百万円）

 
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）
１年内 437 －
１年超 － －

合計 437 －

 

（有価証券関係）

子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額82,059百万円、前事業年度の貸借対照表計上額79,744百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産 　　 　
賞与引当金繰入限度超過額 44百万円　 49百万円
投資有価証券評価損等 137 　 137
関係会社株式評価損 316 　 381
繰越欠損金 274 　 187
その他 19 　 33
繰延税金資産小計 792 　 789
評価性引当額 △498 　 △524
繰延税金資産合計 294 　 264
繰延税金資産の純額 294 　 264
　
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

法定実効税率 41.3％ 　 38.0％
（調整）  　  
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △39.2 　 △37.9
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4 　 0.1
評価性引当額 △0.6 　 0.2
税率変更による影響額 0.9 　 －
税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.8 　 0.4
 

（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 1,197.78円 1,326.40円

１株当たり当期純利益金額 45.69円 173.63円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当期純利益金額（百万円） 3,414 12,973

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 3,414 12,973

期中平均株式数（株） 74,728,686 74,723,788

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

  銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証
券

その他有
価証券

ファームドゥ㈱ 310 20

㈱イベリカホールディングス 300 13

ワンアジア証券㈱ 1,500 10

㈱加速器分析研究所 300 7

その他（11銘柄） 28,180 3

計 30,590 55

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        
建物 － － － 335 205 27 129

構築物 － － － 3 1 0 2

工具、器具及び備品 － － － 180 123 44 56

建設仮勘定 － － － 683 － － 683

有形固定資産計 － － － 1,202 330 73 871

無形固定資産        
ソフトウエア － － － 751 310 67 441

その他 － － － 70 － － 70

無形固定資産計 － － － 822 310 67 512

（注）有形固定資産及び無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び

「当期減少額」の記載を省略しております。

【引当金明細表】

区分
当期首残高

（百万円）

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（目的使用）

（百万円）

当期減少額

（その他）

（百万円）

当期末残高

（百万円）

賞与引当金 118 130 118 － 130
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

預金  

普通預金 5

当座預金 10,046

郵便貯金 60

合計 10,112

②　関係会社株式

区分 金額（百万円）

杏林製薬㈱ 72,785

キョーリンメディカルサプライ㈱ 952

キョーリンリメディオ㈱ 5,780

ドクタープログラム㈱ 42

キョーリン製薬グループ工場㈱ 2,500

合計 82,059

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載する

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項

　    の規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当て 

      を受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第54期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月25日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成24年６月25日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第55期第１四半期）（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）平成24年８月10日関東財務局長に提出

（第55期第２四半期）（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）平成24年11月14日関東財務局長に提出

（第55期第３四半期）（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）平成25年２月13日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成24年６月28日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

平成25年４月５日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 　平成２５年６月２６日

キョーリン製薬ホールディングス株式会社  

 取締役会　御中    

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 網本　重之　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 加藤　秀満　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるキョーリン製薬ホールディングス株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査

を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、キョー

リン製薬ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、キョーリン製薬ホールディン

グス株式会社の平成２５年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、キョーリン製薬ホールディングス株式会社が平成２５年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有

効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

(注)　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

キョーリン製薬ホールディングス株式会社(E00985)

有価証券報告書

87/88



独立監査人の監査報告書

 平成２５年６月２６日

キョーリン製薬ホールディングス株式会社  

 取締役会　御中    

 新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 網本　重之　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 加藤　秀満　　印

 
 

 
   

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるキョーリン製薬ホールディングス株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第５５期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、キョーリン

製薬ホールディングス株式会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

(注)　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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